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第１ 行政改革大綱における、これまでの取組と現状 

１ 愛西市の行政改革の変遷 

本市では平成１８年１０月に、平成２９年度までの１２年間を計画期間とする「愛西市行政改

革大綱」を策定し、平成３０年３月には令和３年度までの４年間を計画期間とする第２次愛西市

行政改革大綱（以下「第２次行政改革大綱」という。）を策定しました。第２次行政改革大綱では、

『「第２次愛西市総合計画」を推進する行財政体制の確立』を基本目標として定め、経営型の行政

運営を更に推進することにより、市民から信頼される安定した行財政運営を進めてきました。 

 

【行政改革大綱の策定状況】 

策定時期 名   称 計画期間 

 平成18年10月 行政改革大綱 平成18年度～平成29年度（12年間） 

 平成19年 3月 行政改革第1期推進計画 平成19年度～平成21年度（ 3年間） 

 平成22年 3月 行政改革第2期推進計画 平成22年度～平成25年度（ 4年間） 

 平成26年 3月 行政改革第3期推進計画 平成26年度～平成27年度（ 2年間） 

 平成28年 3月 行政改革第4期推進計画 平成28年度～平成29年度（ 2年間） 

平成30年 3月 第2次行政改革大綱 平成30年度〜令和3年度（ 4年間） 

 

２ 主な取組状況 

   第２次行政改革大綱では次の３つの視点を設け、「行政改革の目標」を実現するために様々な 

取組を行いました。 

 (1) 事務事業の積極的な見直しと財政健全化 

事務事業の総点検を毎年度実施し、事業の重点化と効率化を図りました。 

・事務事業を検証し、その結果に応じた適切な予算編成とするため、平成２６年度から導入

した実施計画検証シートを活用し、予算要求を行うにあたっては、前年度決算における事

業内容の適否を確認するとともに、後年度に渡る事業実施の必要性についての洗い出し

を行いました。さらに、令和３年度からは、新たに行政評価の視点も追加しました。 

・令和２年度から令和３年度にかけて、庁内横断プロジェクトチームにおいて、扶助費の検

証・見直しを行いました。 

３つの財政判断指標を設定し、将来にわたり「持続可能で安定的な行財政運営」を推進しま 

した。 

  ■財政判断指標 

 行政改革 

大綱 

第1期 

推進計画 

第2期 

推進計画 

第3期 

推進計画 

第4期 

推進計画 

第2次 

行政改革大綱 

経常収支比率※ 1 
目標 － 85.0%以内 89.8%以内 89.9%以内 92.4%以内 94.9%以内 

実績 83.2% 84.7% 83.2% 83.1% 86.0% ※90.7% 

基金 ※ 2 残高 
目標 － 52 億円確保 49 億円確保 85 億円確保 100 億円確保 122 億円確保 

実績 63 億円確保 110 億円確保 135 億円確保 145 億円確保 163 億円確保 ※169 億円確保 

 ※令和２年度決算における比率を記載しています。 
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(2) 行政の経営資源の最大限の活用 

職員の定員管理について、業務量調査等を実施したうえで令和３年２月に定員管理計画を見

直し、計画に基づき適正な定員管理を行いました。 

  ■目標・実績 

職 種 

 
行政改革 

大綱 

平成 17 年度 

 
第2次 

行政改革大綱 

令和 3 年度 

第1期 

推進計画 

平成 21 年度 

第2期 

推進計画 

平成 25 年度 

第3期 

推進計画 

平成 27 年度 

第4期 

推進計画 

平成 29 年度 

一般職 
目標 344人 337人 319人 292人 283人 （274人）280人 

実績 344人 326人 300人 289人 277人 278人 

専門職 
目標 89人 88人 86人 104人 100人 （89人） 91人 

実績 89人 85人 94人 99人 89人 91人 

技能労務職 
目標 55人 42人 28人 22人 17人 （12人） 12人 

実績 55人 42人 26人 22人 17人 12人 

合 計 

目標 488人 467人 433人 418人 400人 （375人）383人 

実績 488人 453人 420人 410人 383人 381人 

比率（＊１） 100％ 92.8％ 86.0％ 84.0％ 78.5％ 78.1％  

※ （＊１）は、平成17年度合計を100％とした場合の比率です。 

（ ）内は、令和3年2月に見直す前の定員管理計画に基づく目標値です。 

 

(3) 地域や民間の力の結集 

平成２７年４月に施行した愛西市自治基本条例等に基づき、パブリックコメント制度の活用、

市政情報の発信、市民との意見交換、市民公募委員の登用推進など市民本位の行政経営を推進

するとともに、ＮＰＯ、高校、大学、企業等のさまざまな主体との連携・協働を推進しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 28 年度 

早期健全化基準※４ 

平成 28 年度 

実績 

令和 2 年度 

早期健全化基準 

令和 2 年度 

実績 

第 2 次行政改革大綱 

令和 3 年度目標 

健全化判断 

比率※３ 

実質赤字比率※5 12.76% 赤字無し 12.76％ 赤字無し 赤字無し 

連結実質赤字比率※6 17.76% 赤字無し 17.76％ 赤字無し 赤字無し 

実質公債費比率※7 25.0% 4.0% 25.0％ 4.1％ 5.1％ 

将来負担比率※8 350.0% 将来負担無し 350.0％ 将来負担無し 将来負担無し 
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３ 愛西市の現状と課題 

本市は、肥沃な土壌に恵まれた自然豊かな農村地帯として、また、名古屋市をはじめとした近

隣の市町村における通勤や通学のための良好な住宅地としての機能を併せ持つ都市として、着実

な歩みを進めています。 

特に第２次愛西市総合計画（以下「第２次総合計画」という。）では、『ひと・自然 愛があふれ

るまち』を将来都市像に掲げ、各種施策を着実に推進するとともに、効率的な行政運営に努めて

きました。 

また、農地や河川などの自然環境の保全に努める一方、広域的な交通利便性の高い弥富インタ

ーチェンジ周辺や南河田工業団地では、すでに物流関連の大規模施設の立地が進んでおり、その

立地ポテンシャルを活かして、今後も産業や経済を支える産業拠点を形成することで、本市の活

力促進も期待されるなど、持続可能な都市の実現に向けて取組を推進しています。 

しかしながら、人口減少と少子高齢化にともなう歳入の減少や、社会保障費※9 の増加のほか、

老朽化が進む公共施設等の維持管理コストの増加、また新型コロナウイルス感染症※10の感染拡大

に伴う地域経済の縮小、地域コミュニティ機能の低下など、様々な課題に弾力的に対応するため

には、より一層の財政基盤の強化が必要となっています。 

 

(1) 今後の人口減少と少子高齢化の進行について 

本市の人口は、平成１２年をピークに年々減少しており、令和２年の国勢調査では 

６０，８２９人となっています。また、本市の年齢３区分別人口をみると、１５歳未満（年少人

口）並びに１５～６４歳（生産年齢人口）は減少、６５歳以上（老年人口）は増加しており、単

なる人口規模の縮小にとどまらず、少子高齢化が急速に進行しています。この結果、地域の担

い手不足や地域コミュニティの機能低下など、地域社会に大きな影響を及ぼすことが予想され

ます。 

■国勢調査における総人口の推移（１０月１日現在） 

    

■国勢調査における年齢３区分別人口の推移（１０月１日現在） 

    

62,983 63,143 

64,216 

65,597 65,556 
64,978 

63,088 

60,829 

58,000

59,000

60,000

61,000

62,000

63,000

64,000

65,000

66,000

S60年 H2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年 R2年

14,319 
11,208 9,799 

9,944 9,885 9,496 8,108 6,865 

42,701 44,830 45,702 44,973 42,781 
39,771 

36,473 34,544 

5,963 7,105 8,714 

10,670 
12,881 

15,690 
18,448 19,192 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

S60年 H2年 H7年 H12年 H17年 H22年 H27年 R2年

15歳未満 15～64歳 65歳以上

（人） 

（人） 



4 

 

本市の人口は、第２次愛西市人口ビジョン※11 によると、何も対策を講じない場合は、 

令和４２年（２０６０年）に３３，３４８人になります。しかしながら、合計特殊出生率※12を

段階的に上昇（１．２５→２．０７）させることで、人口３８，６０６人となり、さらに、人

口移動が均衡すると、人口は４５，６１９人になります。 

 

■第２次愛西市人口ビジョンによる将来展望人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 本市の財政状況等について 

財政力指数※13は低い水準が続いており、愛知県市町村平均を大きく下回っています。 

 

   ■財政力指数 

    

本市の歳入は地方税収入などの自主財源が乏しく、交付税や国・県支出金などへの依存度が

かなり高くなっている状況であり、今後も厳しい財政運営を強いられることが想定されます。 

 

■歳入 

     

 

0.65 0.64 0.63 0.63 0.63 0.63 0.62

0.96 0.97 1.02 1.02 0.99 1.02 0.99

0.5

0.7

0.9

1.1

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度

愛西市 愛知県市町村平均

24.7%

15.6%

2.8%

1.0%

33.2%

5.5%

4.9%

12.4%

地方税

普通交付税（通常分）

普通交付税（特例増額分）

特別交付税

国庫支出金

県支出金

地方債

その他
8.9億円

104億円

3.2億円

17.1億円

15.4億円
77.5 億円 

48.4 億円 

38.8 億円 



5 

 

人件費・扶助費※14・公債費をあわせた義務的経費は毎年度増加し、財政の硬直化が進んでい

ます。また、扶助費については、今後の少子高齢化社会の進行により、一層の増加が見込まれる

ため、引き続き行政改革の取組を通じて、歳出の縮減に努める必要があります。 

なお、令和２年度の決算額に占める義務的経費の割合は、例年に比べ低くなっています。これ

は、新型コロナウイルス感染症の影響により、特別定額給付金等の歳出増加によるものです。 

 

■決算額に占める義務的経費の割合の推移（普通会計※15ベース） 

    

(3) 公共施設の老朽化の進行について 

    公共建築物及びインフラ施設の老朽化の割合が高く、将来的には更新、大規模修繕等が必要

となるなど、中長期にわたり財政負担が増大します。 

 

    ■市の保有する公共施設等（令和２年度末時点） 

区  分 数  量 

公共建築物 施設数 ：125施設 総延床面積：約21.3万㎡ 

インフラ 

 施設 

道路 実延長 ：約998㎞ 道路面積  ：約462万㎡ 

橋りょう 橋りょう数：584橋 橋りょう面積：約2万㎡ 

上水道 延 長 ：約224㎞ 上水道施設数：3施設 

下水道 延 長 ：約405㎞ 下水道施設数：23施設 

    公共建築物 … 庁舎、消防施設、文化会館、コミュニティセンター、保育園、診療所、図書館、体育館、  

            小中学校など 

 

公共建築物の施設更新費用は、愛西市公共施設等総合管理計画（平成２８年度策定）では、今

後１０年間で、約１３５億円が必要になると推計されます。 

また道路・橋りょう、上下水道施設のインフラ施設更新費用では、今後１０年間で約３２１億

円が必要になると推計されます。 
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(4) 新型コロナウイルス感染症への対応を契機とした効率的な行政運営について 

新型コロナウイルス感染症の流行は、私たちの生活だけでなく経済や社会活動にも多大な 

影響を与えました。 

感染症の克服には、ワクチン接種、治療薬の開発が必要となりますが、それまでの間、感染拡 

 大防止と社会経済活動の両立という難しい対応が求められます。 

本市においても、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策と日常生活を両立していく

「新しい生活様式」として、ソーシャルディスタンス※16の確保といった日常生活における基本

的な対策にとどまらず、各種手続のオンライン化を始めとする行政のデジタル化を更に推進す

るなど、効率的な行政運営への転換を図っていく必要があります。 

 

４ 更なる行政改革の必要性 

   このように本市では、人口減少、少子高齢化社会、厳しい財政状況、公共施設等の最適化と計

画的な更新、新型コロナウイルス感染症による社会情勢の変化への対応など、様々な課題を抱え

ています。 

  また、地方分権改革※17が進む中、本市の所管する事務の範囲が拡大していることに加え、地方

創生に向けた取組やマイナンバー制度の活用など、制度や課題に対する適切な対応が求められて

います。 

さらに、国連が掲げている世界共通の開発目標であるＳＤＧｓ※18 の視点や、国が進める

「Society5.0※19」に対応するため、ＡＩ※20・ＲＰＡ※21等の新たなＩＣＴ※22技術の導入を図るなど、

社会経済情勢の変化や国・県等の動きなどを確実に捉え、スピーディーな対応が必要です。 

これらの状況の中、市民が本当に必要としている事業へ限られた経営資源（財源・人材・資産・

情報・時間）を効率的に活用し、持続可能な財政運営を堅持しつつ、市民目線に立ったまちづくり

を推進し、質の高い行政サービスを提供することが求められています。 

   そのため、本市では平成３０年３月に策定した「第２次行政改革大綱」の基本理念、目標を継

承し、令和４年度以降の行政改革の指針とするため、「第３次愛西市行政改革大綱（以下「第３次

行政改革大綱」という。）」を策定し、更なる行政改革の推進に取り組んでいきます。 
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第２ 第３次行政改革大綱の基本的な考え方 

１ 行政改革大綱の計画期間 

   計画期間は、第２次総合計画との整合性を図りながら、令和４年度から令和７年度までの４年

間とし、具体的な取組については毎年度、進捗状況の管理を行います。 

 

 

 

 

 

   豊かな農産物や川、緑などの「自然」と、心のあたたかさや地域の絆などの「ひと」。これら

は本市の大きな魅力であり、強みです。私たちの財産である「ひと」と「自然」を誇りに思い、

愛し、次世代に伝えていけるよう、そしてまちづくりの過程においてこれらの魅力が市内外に広

がって、多くの人に愛される愛西市となっていくよう、将来都市像を「ひと・自然 愛があふれ

るまち」とします。 

 

   第２次総合計画に位置付けた、これからの地域づくりや市民の豊かな暮らしの実現に向けた事

業を推進します。 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

２ 行政改革の基本理念 

   地方自治法第２条第１４項に、「地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住民の福祉 

の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければならない。」と規定 

されています。行政改革は、行政の役割・あり方、組織・職員体制、行政サービスの提供方法な

ど、行政運営全般について、見直しを行っていく取組です。 

本市はこれまで、公平性・平等性・合法性・統一性を主眼とした画一的な『管理型の行政運営』

から、迅速性・的確性・効率性・実効性を追求する『経営型の行政運営』への転換を図ってきまし

た。 

   第３次行政改革大綱では、第２次行政改革大綱の基本理念を継承し、『経営型の行政運営』を更

に推進することにより、市民から信頼される安定した行財政運営を図ります。 

 

 

 

 

第２次総合計画の計画期間 

【平成３０年度～令和７年度】 

  

 

 
前期基本計画：平成 30年度～令和３年度 後期基本計画：令和４年度～令和７年度 

第２次行政改革大綱の計画期間 

【平成３０年度～令和３年度】 

第２次総合計画で定めた市の将来都市像 

「 ひと・自然  愛があふれるまち 」 

第３次行政改革大綱の計画期間 

【令和４年度〜令和７年度】 

『「経営型行政運営の更なる推進」 

～市民から信頼される、安定した行財政運営～』 
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３ 行政改革の目標 

「行政改革の基本理念」に基づいて、「行政改革の目標」を次のとおりとします。 

 

 

 

 

 

（1）行政サービスの提供について、市、市民、地域、高校、大学、ＮＰＯ及び民間企業など様々な 

担い手が適切に役割分担し、幅広く連携・協働する姿をめざします。 

 

（2）限られた行政の経営資源（財源・人材・資産・情報・時間）を最大限に活用することによ 

り、更なる行政サービスのコストパフォーマンス（費用対効果）や質の向上をめざします。 

 

（3）多種多様な行政ニーズに応え続けられるよう、強固な財政基盤の確立をめざします。 

 

 ４ 行政改革の視点 

「行政改革の目標」を実現するために、第３次行政改革大綱では、第２次行政改革大綱で設定

した３つの視点に加え、新たに１つの視点を追加します。 

（1）地域や民間の力の結集 

市民、地域、高校、大学、ＮＰＯ及び民間企業など様々な担い手と連携・協働を推進するこ

とで、行政サービスの質の向上に努めます。 

 

（2）行政の経営資源の最大限の活用 

予算編成、人員配置、組織や施設の見直しなどにおいて、行政サービスの質を最大限に高め

るため、ベストミックス（効率性）を追求します。 

 

（3）事務事業の積極的な見直しと財政健全化 

   歳入の最大限の確保を図るとともに、歳出面では市が果たすべき役割・責任を踏まえた「選 

択と集中」の視点を徹底します。 

 

（4）時代の変化に対応したスマート自治体※23への転換 

新型コロナウイルス感染症拡大による社会変化、ＳＤＧｓの推進、Society5.0 時代の到来

などの時代の変化に対応していくため、ＡＩ・ＲＰＡ等の新たなＩＣＴ技術を一層活用し、

市民サービスの向上、自治体業務の効率化・省力化を図るなど、スマート自治体をめざしま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『「第２次総合計画」を推進する行財政体制の確立』 
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基本

理念

目標

視点

主要取組事項

１０本の柱

（10～18ページ）

個別取組事項

９４項目

（23～40ページ）

（1）地域や民間の力の結集 

（2）行政の経営資源の最大限の活用 

（3）事務事業の積極的な見直しと財政健全化 

（4）時代の変化に対応したスマート自治体への転換 

①市民などとの連携・協働 

②民間活力の活用 

③事務事業の見直し 

④市外郭団体※24、特別会計・公営企業会計の健全経営 

⑤市有資産の適正管理 

⑥「地方分権改革」や「まち・ひと・しごと創生（地方

創生）※25」の推進への対応と自治体間の連携 

⑦人材の育成・活用、職員に対するワーク･ライフ･バラ

ンス※26の推進 

⑧組織の活性化 

⑨定員の適正管理 

⑩健全で持続可能な財政基盤の確立 

取組の体系図 『「経営型行政運営の更なる推進」 

～市民から信頼される、安定した行財政運営～』 

『「第２次総合計画」を推進する行財政体制の確立』 

（1）行政サービスの提供について、市、市民、地域、

高校、大学、ＮＰＯ及び民間企業など様々な担い手

が適切に役割分担し、幅広く連携・協働する姿をめ

ざします。 

（2）限られた行政の経営資源（財源・人材・資産・

情報・時間）を最大限に活用することにより、さ

らなる行政サービスのコストパフォーマンス（費

用対効果）や質の向上をめざします。 

（3）多種多様な行政ニーズに応え続けられるよう、強 

固な財政基盤の確立をめざします。 
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第３ 主要取組事項１０本の柱 

行政改革の視点は、主要取組事項として１０本の柱に展開し、体系的に取り組みます。 

１ 市民などとの連携・協働   

めざす姿  

〇 連携・協働を推進します       

〇 地域の人材を発掘します 

 

（１）現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 

 

 

 

状 

 

 

・愛西市自治基本条例の内容を広報紙などで周知している。また、自治基本条例の策定

に関わった市民の協力を得て市内中学生を対象とした出前講座を実施している。 

・公正で透明性の高い開かれた市政の推進と、市民と行政との役割分担に基づいて、Ｐ

ＤＣＡサイクルの各段階に市民が参画する協働を推進している。 

・平成２８年８月に「市民協働推進ワーキングチーム」を設置し、市民の自主的かつ自

立的な取組によるまちづくりを推進している。 

・第２次総合計画（中間見直し）のためのアンケート※27結果において、現在の生活実感

からみた愛西市の今後の取組としての重要度、【コミュニティ活動】「市民が積極的に地

域づくりに取り組める環境が整っている」ことの質問に対し、６２．７％の人が「まあ

重要」、１４．０％の人が「とても重要」と回答した。さらに、【協働のまちづくり】「市

民と行政の協働まちづくりが進んでいる」ことの質問に対し、５８．２％の人が「まあ

重要」、３５．０％の人が「とても重要」と回答した。 

・自治会やコミュニティ推進協議会などのコミュニティが組織され、活動している。 

・施策等に市民の意見を反映するため、パブリックコメント制度・電子メールの活用、

ふれあい箱の設置などを行っている。また、広報紙やホームページなど様々な広報媒体

を活用して、市政情報の発信に努めている。 

・多様な知識や経験、技能などを持つ人材を発掘し、その情報を提供することで豊かな

地域社会をつくることを目指し、平成２８年６月に設置した生涯学習人材バンクには、

令和３年３月１日現在で２６人の登録者がいる。令和２年度中の利用の申し込みは３件

であった。 

・国において、「電子行政オープンデータ戦略」に基づき、オープンデータ※28を推進し

ている。 

・市民、市内在勤者を対象に、認知症サポーター養成講座を開催し、受講者を対象に年

一回フォローアップ研修会を実施している。 

 

 

 

課 

 

 

題 

 

・地域の主体的なまちづくり活動を更に展開するための仕組みが、確立されていない。 

・第２次総合計画（中間見直し）のためのアンケート結果において、現在の生活実感か

らみた愛西市の満足度【コミュニティ活動】「市民が積極的に地域づくりに取り組める

環境が整っている」ことの質問に対し、６６．９％の人が「普通・どちらともいえない」、

１７．２％の人が「やや不満」と回答し、【協働のまちづくり】「市民と行政の協働まち

づくりが進んでいる」ことの質問に対し、６３．６％の人が「普通・どちらともいえな

い」、１９．５％の人が「やや不満」と回答しており、コミュニティ活動や協働のまちづ

くりについて多くの人が重要だと考えているが、満足度が低い。 

・生涯学習人材バンクをさらに周知する必要がある。 

・認知症サポーター養成講座受講者数は３，５００人を超えたが、知識を習得するのみ

にとどまり、その後、地域において十分に活かすことができていない。 
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（２）取組の内容 

  ・ 多様化する市民ニーズ、行政だけでは把握することが困難な地域課題に対処するため、市

民、地域、高校、大学、ＮＰＯ及び民間企業などと、お互いの自立性を尊重しながら対等の

立場で固有の機能や役割分担を行いつつ連携し、新たな協働事業の創出に努めます。 

・ 市民、地域、高校、大学、ＮＰＯ及び民間企業などとの協働によるまちづくりを推進するた 

め、職員を含め、協働に対する理解の浸透及び気運の醸成を図ります。 

・ 市民と行政がまちづくりの良きパートナーとなるよう、コミュニティ組織の包括的な支援

により、地域コミュニティの育成と地域自治の実現を図ります。 

・ 広報紙やホームページなど既存の情報提供手段のほかに、ＳＮＳ※29を有効に活用して、積

極的に市政情報の提供に努めます。 

・ 様々な知識や経験、技能などを地域社会で役立てることに意欲のある個人又は団体の発掘・

育成に努め、行政の透明性を高めます。 

・ 様々な行政情報をオープンデータ化し、自由に活用してもらうことにより、社会的な課題

解決や地域経済の活性化に寄与します。 

・ 認知症サポーター養成講座受講者による団体組織化をし、その人材を活用することで、認

知症のある高齢者にやさしい地域づくりを図ります。 

 

２ 民間活力の活用     

めざす姿  

○ 民間活力を活用します        

 

（１）現状と課題 

 

 

 

 

現 

 

 

 

状 

 

 

・効率的な行政サービスの提供や行政サービス水準の向上など、民間委託による効果が

期待される事務事業については、「愛西市民間委託（アウトソーシング）推進に関する

指針」（平成２０年５月策定）に基づいて、民間委託を推進している。 

・施設の設計・建設・運営を一貫して行うＰＦＩを、「愛西市ＰＦＩガイドライン」（平

成１９年７月策定）に基づいて推進している。 

  ＰＦＩ導入施設数：１施設（令和３年４月１日現在） 

・指定管理者制度について、平成２９年３月に策定した「愛西市指定管理者制度ガイド

ライン」に基づいて、推進している。 

指定管理者制度を導入した施設（各年４月１日現在） 

平成２８年度 ４２施設 → 令和２年度 ４３施設 

  うち非公募により指定管理者を選定した施設（各年４月１日現在） 

  平成２８年度 １９施設 → 令和２年度 １６施設 

課 

 

題 

・民間委託、ＰＦＩ及び指定管理者制度など、事務事業の性質に応じて、民間の知識・

ノウハウを適切に活用していくことや、制度導入の効果の検証を行っていく必要があ

る。 

 

（２）取組の内容 

・ 民間委託、ＰＦＩ及び指定管理者制度の手法を活用して、民間活力の更なる導入を推進し

ます。 

・ 「愛西市委託事務適正化ガイドライン」（平成２９年３月策定）、「愛西市ＰＦＩガイドライ

ン」（平成１９年７月策定）及び「指定管理者制度導入施設におけるモニタリングに関する指

針」（平成２１年２月策定）に基づき、委託効果やＰＦＩ、指定管理者導入施設の管理状況な

どを定期または随時に検証します。 
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３ 事務事業の見直し     

めざす姿  

○ 事務事業を根源的に見直します 

○ ＰＤＣＡサイクルに基づき、事務事業を検証します 

 

（１）現状と課題 

 

 

 

 

 

現 

 

 

 

状 

・予算規模の目標達成に向けて事務事業の総点検を行うとともに、第２次行政改革大綱

で設定した進捗管理指標を用いて、具体的な取組事項の進捗管理を行い、行政事務の改

革に取り組んでいる。 

・ＰＤＣＡサイクルによる行政評価（事務事業評価）を行う手段として、平成２６年度

から実施計画検証シートを活用している。令和２年度においては、各課（局・室）から

提出された実施計画検証シートに係る１６４事業について、ヒアリングを行い、検証を

行った。 

・事務能率の向上、経費の節減、収入の増加、行政サービス向上のために取り組む施策

など、「愛西市職員の提案等に関する規程」に基づいて、広く職員から提案を求めてい

る。 

・行政サービスの一層の効率化及び迅速化を図るために、ＩＣＴの活用を推進している。 

・愛知県及び県内市町村（名古屋市を除く）で組織した「あいち電子自治体推進協議会」

が運営する『あいち電子申請・届出システム』を活用して、行政手続法で定めた申請・

届出（汎用申請）や行政手続以外の軽易な手続（簡易申請）を、インターネットで受け

付けている。 

・愛知県及び県内市町村（名古屋市を除く）で組織した「あいち電子自治体推進協議会」

が運営する『あいち電子調達共同システム』を活用して、入札参加資格申請や入札を、

インターネットで受け付けている。 

課 

 

題 

・ＰＤＣＡサイクルによる行政評価（事務事業評価）システムを駆使し、更なる事務事

業の見直しを進めていく必要がある。 

・社会保障・税番号制度（マイナンバー）※30利用の推進が求められる。 

 

（２）取組の内容 

・ 事務事業に係る取組の成果について、実施計画検証シートのほかに、新しく作成した行政評  

価（事務事業評価）システムで検証の充実を図ります。また、「選択と集中」の視点をもって、

事業の優先順位付け、取捨選択を行い、行政の経営資源（財源・人材・資産・情報・時間）の

配分を行います。 

・ 職員提案を奨励し、事務事業の見直しや行政サービスの向上などを図ります。 

・ 市民の利便性と事務の効率性の両立に向けて、令和３年６月に策定した「愛西市ＤＸ※31推

進基本方針」に基づき、既存の事務事業におけるＩＣＴの活用を推進します。 

・ 社会保障・税番号制度（マイナンバー）の利活用拡大に向け検討を進めます。 

   

 

 

 

 

 

 

 



13 

 

４ 市外郭団体、特別会計・公営企業会計の健全経営   

めざす姿  

○ 市外郭団体、特別会計・公営企業会計の健全経営を推進します 

○ 市財政への負担を軽減します 

 

（１）現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

現 

 

 

 

状 

 

・市は外郭団体を６団体設置し、事業の実施に必要な経費に対して、補助金を交付して

いる。 

≪市外郭団体：令和３年度当初予算補助金額≫ 

①観光協会             ：２１，０５１千円 

②社会福祉協議会       ：３３，０６４千円 

③商工会               ：４５，４８９千円 

④シルバー人材センター ：２４，０００千円 

⑤土地改良区      ：３１，４２３千円（人件費補助） 

⑥スポーツ協会     ：１３，５６４千円 

・市は３特別会計を運営し、特別会計事業に係る経費の一部について、一般会計からの

繰入額を充てている。 

≪特別会計：令和３年度当初予算一般会計繰入額≫ 

①国民健康保険特別会計 ：４３２，１６１千円 

②後期高齢者医療特別会計：１９７，８９６千円 

③介護保険特別会計   ：８６９，８６６千円 

・市は２公営企業会計を運営し、公営企業会計に係る経費の一部について、一般会計か

らの繰入額を充てている。 

≪公営企業会計：令和３年度当初予算一般会計繰入額≫ 

水道事業会計      ：    ３８０千円 

下水道事業会計     ：７５３，９５３千円 

・水道事業について、基準内の繰入れのみで経営している。 

課 

題 

・外郭団体について、市補助金に頼らない事業運営を進める必要がある。 

・特別会計・公営企業会計について、受益者負担の適正化を進める必要がある。 

 

（２）取組の内容 

・ 外郭団体の果たすべき役割や市との関係を精査したうえ、自主財源の確保など、市補助金に

頼らない事業運営を実現するために、運営体制の見直しを検討します。 

・ すべての特別会計・公営企業会計について、独立採算の原則に基づき、効率的・合理的な運営

を行うとともに、受益者負担の適正化と行政サービスの向上に取り組みます。 
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５ 市有資産の適正管理     

めざす姿  

○ 安全で効率的に公共施設等を管理します 

○ 公共施設等の総量を適正化します 

○ 公有財産の有効活用を図ります 

 

（１）現状と課題 

 

 

現 

 

 

状 

・平成２８年３月に、分庁方式から本課機能を集約した本庁舎を供用開始し、支所につ

いては支所整備基本計画に基づいて、整備を行った。（佐織支所：平成２８年、立田支

所：平成２９年、八開支所：令和元年） 

・平成２９年１月に策定した公共施設等総合管理計画により、長期的な視点による公共

施設等の更新・統廃合、安全性の確保（点検・診断などの実施）、機能性の維持、長寿命

化等を図っている。 

・遊休・未利用財産の売却及び利活用を図っている。また、公有財産の有効スペースを

活用して、有料駐車場、自動販売機貸付及び広告掲載などの事業を実施している。 

 

課 

 

題 

・公共施設等の老朽化が進んでおり、今後集中して施設の更新が訪れると、多大な財政

負担が想定される。今後１０年間で公共建築物の施設更新費用は約１３５億円、道路、

橋りょう、上下水道施設のインフラ施設更新費用は約３２１億円が必要になると推計し

ている。 

・合併前に整備してきた公共施設等について重複が見受けられるため、市に見合う施設

規模にしていく必要がある。 

・公有財産の有効活用を図り、でき得る限り自主財源の確保に努める必要がある。 

 

（２）取組の内容 

・ 市民の安全・安心を第一としつつ、公共施設等総合管理計画に基づいて、公共施設等を効率

的・計画的に更新・統廃合・長寿命化などを行うことにより、財政負担の軽減・平準化を図りま

す。 

・ 遊休・未利用財産について、売却のほかに貸付や譲渡も視野にいれた有効活用を図ります。 

・ 公有財産の有効活用を図る取組を、拡大・推進します。 
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６ 「地方分権改革」や「まち・ひと・しごと創生（地方創生）」の推進への対応と自治体間の連携  

めざす姿  

○ 自立と分権を推進します         

○ 地方創生への取組を推進します 

○ 他自治体との連携を推進します 

〇 世界共通の開発目標であるＳＤＧｓを推進します 

 

（１）現状と課題 

 

 

 

 

現 

 

 

状 

 

・「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（通称：地方分権一括

法）」が平成１２年４月に施行され、都道府県の権限に属する事務の一部について条例

に基づき、市町村が処理できる事務処理特例制度が創設された。令和３年４月１日現在

で、「一般旅券の発給申請の受理交付等」など、４６件の事務が愛知県から権限移譲さ

れている。 

・まち・ひと・しごと創生法に基づいて、第２次愛西市人口ビジョン並びに愛西市まち・

ひと・しごと創生総合戦略（以下「総合戦略」という。）を令和２年３月に策定した。総

合戦略に基づいて、「妊娠・出産・子育て支援の充実」や「これからの高齢社会への対

応」などの各種事業に取り組んでいる。 

・海部地域広域行政連絡調整会議（ＡＭＡ７）、名古屋市近隣市町村事務連絡会などに

おいて、広域的な政策課題に対する調査・研究や協働事業に取り組んでいる。 

 

課 

  

題 

・自主性・自立性の高い行政運営を行っていくため、主体的なまちづくりの展開につな

がる事務について、権限移譲を受けていく必要がある。 

・総合戦略に基づいて、事業を実施・推進する必要がある。 

・広域連携を進めていく必要がある。 

・ＳＤＧｓの理解を深め、各事業においてＳＤＧｓの目標を意識したうえで事業を進め

ていく必要がある。 

 

（２）取組の内容 

・ 事務の権限移譲を受けることにより、住民に最も身近な基礎自治体として、行政サービスの

充実を図ります。 

・ 第２次愛西市人口ビジョンで提示した、市が今後めざすべき将来の方向と人口の将来展望を

踏まえ、まち・ひと・しごと創生の実現を図るために、総合戦略で掲げた各種事業に取り組みま

す。 

・ 県内外の自治体と連携を図ることにより、広域的な政策課題への対応や、魅力的なまちづく

りに取り組みます。また、新たな広域連携体制の検討を通じて、事務事業の効率性の向上に努

めます。 

・ ＳＤＧｓについて、職員の知識を深め、目標達成に努めます。 
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７ 人材の育成・活用、職員に対するワーク･ライフ･バランスの推進     

めざす姿  

○ 求められる職員を育てます 

○ 職員のモチベーションを向上させます 

○ 職員一人ひとりのワーク･ライフ･バランスを推進します 

 

（１）現状と課題 

 

 

 

 

 

 

 

現 

 

 

 

状 

 

 

 

 

・成果志向の行政経営を担う職員の育成と、職員一人ひとりの職務遂行能力の向上を図

るため、人材育成基本方針（平成２９年１２月改定）に基づいて、職場の学習風土づく

り、人事管理及び能力開発（研修）を重点的に進めている。また、人材育成基本方針の

実施計画の位置付けとして、職員研修計画を策定している。 

  ≪めざすべき職員像≫ 

  ①自ら考え自ら行動する職員 

②チャレンジ精神溢れる職員 

  ③市民と協働する職員 

  ④行政経営感覚を持つ職員 

  ⑤政策形成能力を有する職員 

  ⑥気遣いできる職員 

・人事評価にあたり、従来から実施してきた能力評価に加え、平成２８年度から業績評

価（目標管理型）を導入した。 

・メンタルヘルス・ライフスタイル調査などを活用することにより、職員の心の健康を

掌握し、専門家の意見に基づく相談指導を実施している。 

・時差出勤やノー残業デーの周知徹底を図ることにより、職員の健康への配慮及びワー

ク･ライフ･バランスの向上につなげている。 

・国において、「働き方改革※32」の実現に向けた取組が進められている。 

 

課 

題 

・すべての職員が求められる職員像に向けて、職員の資質向上を図る必要がある。 

・職員が組織の中で、十分に力が発揮できるような職場環境とする必要がある。 

・ワーク・ライフ・バランスを推進することで、職員の健康管理と業務の効率化に積極

的に取り組む必要がある。 

 

（２）取組の内容 

・ 人材育成基本方針に基づいて、自主的な研修を奨励しながら研修制度を充実します。 

・ 業績評価（目標管理型）を取り入れた人事評価制度により、職員を公平に評価し、より一層職

員の意欲や能力を最大限に引き出す人事管理を推進します。 

 ・ 職員の持つ専門的な知識や経験などを考慮して、適材適所の職員配置と人事異動の適正化に

努めます。 

・ 職員のこころの健康を維持するため、ストレス関連疾患の発生予防や早期発見・早期治療の

充実を図るとともに、円滑な職場復帰と再発防止に向けた支援を行うなどの総合的なメンタル

ヘルス対策に取り組みます。 

  ・ 育児休業や介護休暇等の取得の促進、また長時間労働の是正など「働き方改革」の実現に向

けた取組を進め、職員一人ひとりの状況に合わせたワーク･ライフ･バランスの気運を醸成しま

す。 
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８ 組織の活性化     

めざす姿  

○ 機動的な組織体系を確立します 

 

（１）現状と課題 

 

 

現 

 

状 

・変化する社会情勢への迅速な対応や市民ニーズに即した行政サービスが提供できるよ

うに、効果的な組織・機構の見直しを行ってきた。 

・令和２年度には、防災・災害に関する危機管理課を「企画政策部」へ組織再編し、保

健や子育て支援に関する「健康子ども部」を設置した。また、新型コロナウイルス感染

症への対応として、緊急経済対策である特別定額給付金事業のために「新型コロナウイ

ルス感染症対策室」を、ワクチン接種推進のために「新型コロナウイルスワクチン接種

推進室」を設置するなど、必要な行政サービスが提供できるように対応した。 

課 

題 

・柔軟に組織・機構を見直していく必要がある。 

 

（２）取組の内容 

・ 重要施策を戦略的に推進していくために、組織・機構の必要な見直しを行います。 

・ 重要施策の課題について、全庁的な検討・立案が必要な場合は、庁内横断プロジェクトチー

ムを設置し、集中的に対応します。 

 

 

９ 定員の適正管理     

めざす姿  

○ 組織の業務量に見合う適切な人員配置をします 

 

（１）現状と課題 

 

 

現 

 

状 

・民間委託、ＰＦＩ及び指定管理者制度の導入、組織・機構の見直しなどにより、職員

数の削減を継続的に進めたこともあり、合併後職員数を１００人以上削減している。 

・職員人件費の抑制を図りつつ、適正な職員数を確保するため、「愛西市定員管理計画

（令和３年度～７年度）」を令和３年２月に策定した。 

・再任用職員、任期付職員及び会計年度任用職員（臨時・非常勤職員）など弾力的な人

材活用を行っている。 

 

課 

 

題 

・地方分権改革による権限移譲や社会構造の変化などにより増大する社会保障に応える

ため、業務量が増加傾向にあることから、適正な職員数を把握する必要がある。 

・合併前の各町村における採用状況や合併後３年間にわたり新規採用を抑制したことに

より、職員の年齢構成に偏りがあるため、採用資格年齢の引き上げなどにより、平準化

を図る必要がある。 

 

（２）取組の内容 

・ 職員の年齢構成の平準化を考慮したうえで、必要な人員を確保します。 

・ 各課の事務事業に係る業務量調査を実施したうえで、適切な人員配置に努めます。 
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１０ 健全で持続可能な財政基盤の確立     

めざす姿  

○ 健全で持続可能な財政運営を行います 

○ 財源を確保します 

 

（１）現状と課題 

 

 

現 

 

 

状 

 

・国から示された、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした「財務書類の作

成に関する統一的な基準」に基づき、「貸借対照表」・「行政コスト計算書」・「純資産変動

計算書」・「資金収支計算書」の４つの財務書類を作成している。 

・ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）※33や企業誘致の推進などにより、自主財源の確

保に努めている。 

・口座振替の推進、コンビニ収納の運用、新しい生活様式に対応したキャッシュレス決

済※34の導入などにより、市税などの収納率の向上に努めている。 

課 

題 

・地方交付税の市町村合併以来の特例による増額分が終了し、本来の交付税となること

から、安定した自主財源を確保する必要がある。 

 

（２）取組の内容 

  ・ 統一的な基準に基づき作成した、４つの財務書類「貸借対照表」・「行政コスト計算書」・「純

資産変動計算書」・「資金収支計算書」より得られるストック情報やフルコスト情報を活用し、

より効率的で透明性の高い財政運営を図ります。 

・ 地方財政健全化法における財務指標を健全な水準で維持し、交付税措置のある地方債発行と

基金の効率的な運用により、安定した財政運営を図ります。 

・ 自主納付意識の高揚及び口座振替の更なる推進により、市税などの収納率の一層の向上に努

めます。 

・ キャッシュレス決済の導入など、新しい生活様式に対応した納税環境を整え、納税者の利便

性の向上を図ります。 

・ ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）の返礼品の拡充やふるさと納税ポータルサイトの有効

活用により、新規寄附者の獲得に努め、自主財源の確保につなげていきます。 

・ 市内の産業の振興及び雇用機会の更なる創出を図っていくため、企業誘致を戦略的に推進し、

新たな自主財源の拡充に努めます。 

・ ネーミングライツ※35をはじめ、新たな自主財源の確保に向けて検討を進めていきます。 
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第４ 行政改革大綱の推進体制と進捗管理（ＰＤＣＡサイクル） 

１ 行政改革大綱の推進体制 

○ 行政改革大綱に係る取組の推進にあたり、行政改革推進本部において毎年度、進捗管理を行い

ます。また、取組の中心となる担当課を明確にするとともに、担当課の部課方針書に毎年度位置

付けます。 

○ 行政改革の実効性を高めるとともに、開かれた行政改革を推進するため、行政改革推進委員    

会により進捗状況を監視するとともに、推進委員会の評価・提言を尊重し、効果のある行政改革

を推進します。 

○ 行政改革の推進には市民の理解と協力が欠かせないことから、推進状況などについて、広報 

 紙やホームページを通して公表し、情報の提供を行っていきます。 

   

 

 ２ 進捗管理（ＰＤＣＡサイクル） 

   行政改革を着実に実施するため、Plan（計画策定）－Do（実行）－Check（評価・検証）－Action 

（見直し・改善）のサイクルによる進捗管理を行います。 

 

 

  ○ 毎年度、行政改革の取組の一つひとつについて、過年度の実績と当該年度以降の具体的な取 

組内容を示していきます。 

○ 事務事業の見直しや行政改革の取組を具体化・充実する作業を進めるために、必要に応じて 

庁内横断ワーキングチームを設置し、組織横断的・集中的に検討します。 

○ 様々な外部要因のほか、行政改革大綱や行政改革の趣旨に基づき、必要性のある事業が新た 

に発生した場合は、関係部局との協議により実行に移します。 

経営型行政
運営の

更なる推進

計画

策定

Plan

実施

Do

評価・

検証

Check

見直し

・改善

Action

・個別取組事項の設定 

・進捗管理指標の設定 

・内部評価 

  個別取組事項の進捗管理 

・外部評価 

 個別取組事項の進捗への意見 

・個別取組事項の修正 

・進捗管理指標の再設定 

・個別取組事項の実施 



 主要取組事項
 １０本の柱

施策名 進捗管理指標
第２次大綱

起点値
直近値

令和7年度
（2025年度）

目標値

パブリックコメント
・意見募集数

平成28年度
5件

令和2年度
9件

・意見提出人数 29人 8人

・意見提出件数 29件 18件

2,600,000件
第2次総合計画

目標値550,000件

愛西市防災メールの登録者
数

平成29年
3月31日現在

7,862人

令和3年
3月31日現在

10,746人

令和8年
3月31日現在

12,000人

電子メールによる意見等提
案件数

平成28年度
174件

令和2年度
279件

ふれあい箱による意見等提
案件数

平成28年度
108件

令和2年度
43件

市民公募委員の登用数
・登用審議会等の設置数

平成28年度
8件

令和2年度
6件

・公募委員数 21人 17人

審議会等の公開
・公開の対象となる審議会
等数

平成28年度
36件

令和2年度
43件

・公開された会議数 79回 65回

・傍聴人数 20人 9人

コミュニティの
設置

コミュニティの設置数
平成28年度

10件
令和2年度

10件 12件

<新規>
ＮＰＯなど
さまざまな主体
との連携・協働

さまざまな主体との連携事
業数（NPO、高校、大学、企
業等）

平成28年度
8事業

令和2年度
14事業 16事業

指定管理者制度導入施設数
平成29年度

46件
令和3年度

43件 50件

・うち、公募による導入施
設数

25件 27件 27件

指定管理者導入施設の総括
評価結果（※1）
・Ａ（提案書、協定書等を
上回る水準）

平成28年度
0施設

令和2年度
0施設

・Ｂ（提案書、協定書等の
水準）

10施設 0施設

・Ｃ（仕様書等の水準） 32施設 40施設

・Ｄ（仕様書等を一部分下
回る水準）

0施設 0施設

・Ｅ（仕様書等を大幅に下
回る水準）

0施設 0施設

事務事業の積極
的な見直し

一般会計当初予算額
平成28年度
199.5億円

令和2年度
215.3億円 205.8億円

市単独事業等の
見直し

見直し対象補助金額
平成28年度決算

298,589千円
令和2年度決算

240,262千円

健康推進施策の
見直し

一人あたりの医療費（保険
給付費）

平成28年度
277,266円

令和2年度
301,605円 277,000円

ホームページアクセス数
平成28年度
447,933件

令和2年度
2,482,699件

審議会等の会議
の公開

2民間活力の活
用

民間委託等の推進

第５　進捗管理指標

パブリックコメ
ント制度の活用

情報発信の充実

1市民などとの
連携・協働

市民公募委員の
登用推進

市民との意見交
換

  主要取組事項１０本の柱ごとに、進捗管理指標を設定します。進捗管理指標は、いずれも毎年度
確認することとし、指標のうち、特定の値を目指して取り組むべきものについては、目標値を設定
します。

全施設がＣ以上

3事務事業の見
直し
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 主要取組事項
 １０本の柱

施策名 進捗管理指標
第２次大綱

起点値
直近値

令和7年度
（2025年度）

目標値

あいち電子申請・届出シス
テム
・汎用申請

平成28年度
4件

令和2年度
4件

・簡易申請 814件 1,881件

あいち電子調達共同システ
ム
・電子申請

平成28年度
1,856件

令和2年度
2,120件

・電子入札 131件 191件

提案件数
平成28年度

75件
令和2年度

73件

事業化につながった件数 0件 1件 1件

各種講座の見直
し

生涯学習講座・教室の参加
者数

平成28年度
3,024人

令和2年度
1,180人 3,200人

総 合 型 地 域 ス
ポーツクラブの
あり方の見直し

総合型地域スポーツクラブ
参加者数

平成28年度
403人

令和2年度
357人 800人

<新規>
マ イ ナ ン バ ー
カードの利用促
進

マイナンバーカード取得率
令和3年4月１日

現在
23.7％

市外郭団体の合
理化

外郭団体補助金額
平成29年度予算

141,366千円
令和3年度予算

129,941千円

・国民健康保険特別会計
平成28年度決算
542,865,294円

令和2年度決算
382,418,793円

・後期高齢者医療特別会計 151,523,542円 183,761,425円

・介護保険特別会計 116,069,420円 104,545,869円

・農業集落排水事業等特別
会計

338,216,000円

・公共下水道事業特別会計 329,334,000円

・下水道事業会計 724,104,000円

公共施設等の総
合管理

公共施設等総合管理計画
公共建築物の延床面積

平成28年度
22万㎡

令和2年度
21.3万㎡ 19.8万㎡

公有財産の有効
活用

公有財産の売却件数
公売

平成28年度
0件

令和2年度
0件 2件

180件
第2次総合計画
目標値140件

職員派遣
・専門研修（研修センター
ほか）

平成28年度
178人

令和2年度
77人

・派遣研修（国、県、西尾
張滞納整理機構、自治大、
アカデミー）

平成28年度
7人

令和2年度
9人

職 員 の 意 識 改
革・能力開発

人事評価制度

平成28年度
人事評価を実施
（能力評価＋
業績評価）

令和2年度
人事評価を実施
（能力評価＋
業績評価）

6「地方分権改
革 」 や 「 ま
ち・ひと・し
ごと創生（地
方創生）」の
推進への対応
と自治体間の
連携

自治体間の連携 広域連携事業数
平成28年度

122件
令和2年度

168件

一般会計から特別会計・公営企業会計への繰入金

職員提案制度の
活用

インターネット
を利用したシス
テムの活用

4市外郭団体、
特別会計・公
営企業会計の
健全経営

特別会計・公営
企業会計の健全
化

3事務事業の見
直し

職員研修の充実7 人 材 の 育
成・活用、職
員 に 対 す る
ワーク・ライ
フ・バランス
の推進

5市有資産の適
正管理
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 主要取組事項
 １０本の柱

施策名 進捗管理指標
第２次大綱

起点値
直近値

令和7年度
（2025年度）

目標値

<新規>
男性職員が育児
参加しやすい職
場環境の整備

男性職員の育児休業取得率
令和2年度

12.5％ 30％以上

時差出勤制度の活用
平成28年度

738時間の時差
　　出勤を実施

令和2年度
5,198時間(※2)

の時差出勤を実施

月45時間以上の時間外勤務
職員数（選挙・非常配備等
を除く）

平成28年度
延べ139人

令和2年度
延べ207人

組織・機構の見
直し

部課等設置数
・市長部局（会計室・八開
診療所・消防本部を除く）
・教育委員会

平成28年度
6部22課等

1部 3課等

令和2年度
7部22課等

1部 3課等

活力ある組織
活動中のプロジェクトチー
ム数

平成28年度
27チーム

令和2年度
23チーム

9定員の適正管
理

適切な人員配置 職員数（消防部門を除く）
平成29年4月1日

現在
382人

令和3年4月1日
現在
381人

令和8年4月1日
現在
402人

ふるさと応援寄附金
平成28年度

457件
6,322千円

令和2年度
1,090件

35,819千円
2,000件

70,000千円

有料広告収入
平成28年度
2,604千円

令和2年度
4,773千円

2,505千円
（屋外広告手数料
窓口モニター広告

料は含まない）

市税収入未済額（滞納繰越
分含む）

平成28年度決算
399,208千円

令和2年度決算
216,397千円

市税の収納率（現年度分）
平成28年度

98.55％
令和2年度

99.15％ 99.35％

国民健康保険税の収納率
（現年度分）

平成28年度
94.66％

令和2年度
96.33％ 96.50％

使用料の適正化
平成29年度見直し対象施設
の使用料収入

平成28年度決算
66,460,044円

令和2年度決算
58,085,373円

保育料の適正化 保育料収入
平成28年度決算
221,900,850円

令和2年度決算
59,192,610円

企業誘致の推進 工業団地に立地する企業数
平成28年度

0企業
令和2年度

2企業 10企業

491,983千円 578,632千円

7 人 材 の 育
成・活用、職
員 に 対 す る
ワーク・ライ
フ・バランス
の推進

個別取組事項の取組による効果額（※3）

　※1　平成２９年度改定に伴い、総括評価結果を読み替えています。
　※2　新型コロナウイルス感染症拡大防止のために実施した時差出勤4,195時間を含む。
　※3　効果額の算出方法：事務事業見直しによる効果額と自主財源確保による効果額を、平成29年度決算額
　　　　　　　　　　　　 に対し、平成30年度、令和元年度、令和2年度決算額との差額を合算して算出する。
　　    ①事務事業見直しによる効果額:302,459千円
　　　  　指定管理者制度導入、報償費・補助金・庁舎及び支所施設維持管理費の見直しなど
　　    ②自主財源確保による効果額 ：276,173千円
　　　　  ふるさと応援寄附金・有料広告収入の確保など

8組織の活性化

収納強化

ワ ー ク ・ ラ イ
フ・バランスの
推進

自主財源の確保

10健全で持続
可能な財政基
盤の確立
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第６　個別取組事項
  主要取組事項10本の柱に基づき、94項目の個別取組事項に取り組みます。

１　市民などとの連携・協働

R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

審議会等の特性に応じて、
「審議会等の設置及び運営に
関する指針」に基づき、一部
の委員の選任について、市民
公募で行う。

毎年度実施

毎年度実施

施策等に市民の意見を反映す
るため、パブリックコメント
制度の活用を促進する。

<継続>
市民との意見交換

ホームページ等を活用
し、市が策定等する計
画等について市民から
広く意見募集を行っ
た。また提出された意
見のうち、市において
取り入れるべきと判断
したものは、計画等の
内容に反映した。

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

・市民等に市政等に関する最
新情報や生活に役立つ地域情
報、行政情報を提供する。
・災害時における緊急情報な
どを発信する。

ホームページ、ＬＩＮ
Ｅ、コミュニティFMや
クローバーテレビ等を
活用し、市民等に生活
に役立つ地域情報や最
新の市政情報を発信し
た。

電子メールやふれあい
箱により市民から直
接、市政に対するご意
見等をいただいた。

<継続>
情報発信の充実

審議会等において「審
議会等の設置及び運営
に関する指針」に基づ
き、一部の委員の選任
について公募による市
民委員を登用した。

<継続>
市民公募委員の登用推進

実施時期（年度）

1

<継続>
情報発信の充実

<継続>
市民との意見交換

施策等に市民の意見を反映す
るため、パブリックコメント
制度の活用を促進する。

3

秘書広
報課

関係各
課
総務課
秘書広
報課
（第２
次大綱
時は総
務課、
秘書広
報課）

所管課

市政懇談会について、
内容や手法等の検討を
行った。

<継続>
市政懇談会（タウンミーティ
ング）の検討

市政懇談会について、内容や
手法等について検討を行う。

第2次大綱
（R2年度）取組結果

第2次大綱個別取組事項

各課が保有する情報の棚卸を
行い、「愛知県オープンデー
タカタログ」への公開を検討
する。

毎年度実施

第3次大綱個別取組事項

・市民に市政等に関する最新
情報や生活に役立つ地域情
報、行政情報を提供する。
・災害時における緊急情報な
どを発信する。

5

<継続>
市政懇談会（タウンミーティ
ング）の開催

秘書広
報課市の現状と課題に沿ったテー

マ、その事業の取組につい
て、市長自らが説明を行う。

6

秘書広
報課

秘書広
報課

<継続>
市民公募委員の登用推進

経営企
画課

審議会等の特性に応じて、
「審議会等の設置及び運営に
関する指針」に基づき、一部
の委員の選任について、市民
公募で行う。

4

第3次大綱取組内容

<継続>
オープンデータの推進

2

<継続>
オープンデータ化の推進

市民から直接市政に対するご
意見等を、電子メールやふれ
あい箱など様々な手段を用い
て活用できる環境を整える。

第2次大綱取組内容

<継続>
パブリックコメント制度の活
用

避難所情報、人口情
報、ＡＥＤ情報につい
て、愛知県及び名古屋
市を除く県内市町村で
組織した「あいち電子
自治体推進協議会」が
運営する「あいちオー
プンデータ試行サイ
ト」においてオープン
データを公開した。

<継続>
パブリックコメント制度の活
用

市民から直接市政に対するご
意見等を、電子メールやふれ
あい箱など様々な手段を用い
て活用できる環境を整える。

オープンデータ化が可能な行
政情報について、「あいち
オープンデータ試行サイト」
に順次公開する。
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R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

◯

実施

経営企
画課

11

10

毎年度実施

・新規採用職員を対象
に市民協働のまちづく
りについての研修を
行った。
・地域づくりの講演会
を開催したり、地域の
方とワークショップを
行った。
・平成30年度より市民
活動支援公募事業を開
始し、市民活動団体等
の活動の推進及び活性
化に取り組んだ。

関係各
課
市民協
働課
経営企
画課
（第２
次大綱
時は市
民協働
課・経
営企画
課）

12

<継続>
ＮＰＯなど、さまざまな主体
との連携・協働

市民協
働課
関係各
課

「第2次総合計画見直
しのためのアンケート
調査」及び「まちづく
りに関するアンケート
調査」を実施した。

・「審議会等の会議公
開に関する要綱」に基
づき、審議会等の会議
は原則公開した。
・審議会等の会議の公
開に関する状況を、
ホームページで公開し
た。

<継続>
総合計画における市民アン
ケート調査の実施

「第2次総合計画の評価及び
第3次総合計画策定のための
アンケート調査」を実施す
る。

第3次大綱取組内容

毎年度実施
・「審議会等の会議公開に関
する要綱」に基づき、審議会
等の会議は原則公開する。
・審議会等の会議の公開に関
する状況を、ホームページで
公開する。

第2次大綱
（R2年度）取組結果

<継続>
審議会等の会議の公開

<継続>
審議会等の会議の公開

実施時期（年度）
所管課

調査項目検討

第3次大綱個別取組事項

経営企
画課

・審議会等の会議公開に関す
る要綱に基づき、審議会等の
会議は原則公開する。
・審議会等の会議の公開に関
する状況を、ホームページで
公表する。

第2次大綱個別取組事項

<継続>
総合計画における市民アン
ケート調査の実施

「第2次総合計画の評価（前
期4年間）及び策定（後期4年
間）のためのアンケート調
査」を実施する。

<継続>
ＮＰＯなど、さまざまな主体
との連携・協働

行政とＮＰＯが果たす役割や
行程等を示すロードマップづ
くりを、防災・福祉・健康づ
くり等の分野で進める。

7

広報誌、ホームペー
ジ、出前講座等で愛西
市防災メール登録のPR
を実施した。スマホア
プリの情報も掲載した
防災ハンドブックを作
成し、全戸配布した。

<継続>
緊急災害時情報の配信

<継続>
防災意識の高揚

メール配信に加え、スマホア
プリを活用して、緊急情報を
配信する。

危機管
理課メール配信に加え、スマホア

プリを活用して、緊急情報を
配信する。

8

第2次大綱取組内容

9

<継続>
緊急災害時情報の配信

ＮＰＯ、高校、大学、企業等
との連携事業を推進する。

<継続>
市民活動団体等への活動支援

モデル地区を設定し、
地域の仕組みづくりへ
の取組を開始した。

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

・市が整備する備蓄品以外
に、啓発活動により個人備蓄
の推進をめざす。
・小学校区やコミュニティ単
位での自助・共助の機能を高
める防災活動を推進する。

・個人備蓄の方法とし
て、「ローリングス
トック」の啓発を行っ
た。
・地域防災力の更なる
向上のため、4地区に
自主防災連合会が結成
された。

<新規>
防災意識の高揚

危機管
理課

・市が整備する備蓄品以外
に、啓発活動により個人備蓄
の推進をめざす。
・自主防災組織を中心に、地
域に応じた防災力の向上を図
る。

・職員研修の実施や市民協働
推進ワーキングチーム会議に
おいて、市民協働の仕組みづ
くりに取り組む。
・市民活動支援公募事業を実
施し、市民活動団体等の活動
の推進及び活性化を図る。

<継続>
市民活動団体等への活動支援

・市民協働の仕組みづくりを
推進するとともに、地域の活
動団体の活動支援を行う。
・市民活動支援公募事業を実
施し、市民活動団体等の活動
の推進及び活性化を図るとと
もに、その自立を促進する。
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R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

　　検討・調整　　 実施

13

14
高齢福
祉課

<新規>
認知症のある方を支える地域
づくりの推進

・認知症サポーター養成講座
受講者のフォローアップを行
う。
・認知症サポーター養成講座
受講者による団体組織化を
し、認知症のある高齢者にや
さしい地域づくりを推進す
る。

毎年度実施

<継続>
生活支援体制の整備

・第1層生活支援コー
ディネーター1名、第2
層生活支援コーディ
ネ ー タ ー 3 名 配 置し
た。
・生活支援サポーター
養成講座、運転ボラン
ティア養成講座を開催
した。
・協議体を開催し情報
共有及び連携協働によ
る資源開発等を推進し
た。

<継続>
生活支援体制の整備

高齢者が住み慣れた地域で暮
らし続けられるよう、生活支
援・介護予防サービスの体制
整備を進める。

高齢福
祉課

高齢者が住み慣れた地域で暮
らし続けられるよう、生活支
援・介護予防サービスの体制
整備を進める。

第2次大綱個別取組事項 第3次大綱個別取組事項 実施時期（年度）第2次大綱
（R2年度）取組結果

所管課
第2次大綱取組内容 第3次大綱取組内容

25



２　民間活力の活用

R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

検討

・「公立保育園基本方
針」に基づき、保育園
調理業務について検討
した。
・永和保育園は令和２
年度から自園調理を条
件に、指定管理者制度
を導入した。

子育て
支援課

実施

毎年度実施

毎年度実施

<継続>
公立保育所の調理業務委託推
進

令和５年度から佐織保育園の
調理業務委託をすすめる。

「ＰＦＩガイドライン」に基
づき、ＰＦＩ導入の効果が認
められる事業について、ＰＦ
Ｉ制度の導入を推進する。

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

市民課
関係各
課

窓口業務の委託とし
て、平成30年7月から
永和郵便局において証
明書等発行業務を開始
した。

<継続>
窓口業務のアウトソーシング

効率的なサービスの提供や
サービス水準の向上等、民間
委託による効果が期待される
事務事業について課題を抽出
し、さらなる委託可能な業務
について精査検討していく。

<継続>
ＰＦＩ制度の推進

・「指定管理者制度ガ
イドライン」に基づ
き、指定管理者制度の
円滑な導入及び効果的
な運用を行った。
・「指定管理者制度導
入施設におけるモニタ
リングに関する指針」
に基づき、一部の施設
において外部有識者等
によるモニタリングを
実施した。

<継続>
指定管理者制度の推進

「指定管理者制度ガイドライ
ン」及び「指定管理者制度導
入施設におけるモニタリング
指針」に基づき、指定管理者
制度の円滑な導入や効果的な
運用、外部有識者等によるモ
ニタリングを行い、制度の効
果が期待される施設につい
て、指定管理者制度を推進す
る。

「ＰＦＩガイドライ
ン」に基づき、ＰＦＩ
導入の効果が認められ
る事業を検討した。

18

・「指定管理者制度ガイドラ
イン」に基づき、指定管理者
制度の円滑な導入及び効果的
な運用を行う。
・「指定管理者制度導入施設
におけるモニタリングに関す
る指針」に基づき、外部有識
者等によるモニタリングの導
入を推進する。

<継続>
ＰＦＩ制度の推進

「ＰＦＩガイドライン」に基
づき、ＰＦＩ導入の効果が認
められる事業について、ＰＦ
Ｉの導入を推進する。

経営企
画課
関係各
課

経営企
画課

19

20

第2次大綱個別取組事項

第2次大綱取組内容

15

17

「公立保育園基本方針」に基
づき、永和保育園は平成31年
度から自園調理を条件に、指
定管理者制度の導入を進め
る。

市民課で実施可能な委託業務
について、再度精査しながら
近隣市町村の動向を見据えて
課題を抽出し、検討する。

<継続>
公立保育所の調理業務委託推
進

<継続>
窓口業務のアウトソーシング

<継続>
臨時職員・嘱託職員の活用

事務量の増加等に伴う、職員
負担を軽減するため活用す
る。

「民間委託（アウトソーシン
グ）推進に関する指針」及び
「委託事務適正化ガイドライ
ン」に基づき、効率的なサー
ビスの提供やサービス水準の
向上等、民間委託による効果
が期待される事務事業につい
て、民間委託を推進する。

<継続>
指定管理者制度の推進

実施時期（年度）

<継続>
民間委託（アウトソーシン
グ）の推進

16

第3次大綱個別取組事項

・「民間委託（アウト
ソーシング）推進に関
する指針」及び「委託
事務適正化ガイドライ
ン」に基づき、民間委
託を進めた。

<継続>
民間委託（アウトソーシン
グ）の推進

第3次大綱取組内容

<継続>
会計年度任用職員の活用

事務量の増加等に伴う、職員
負担を軽減するため活用す
る。

所管課
第2次大綱

（R2年度）取組結果

人事課

事務量の増減を把握し
た上で必要に応じて会
計年度任用職員を雇用
した。

「民間委託（アウトソーシン
グ）推進に関する指針」及び
「委託事務適正化ガイドライ
ン」に基づき、民間委託によ
る効果が期待される事務事業
について、民間委託を推進す
る。

経営企
画課
関係各
課

26



３　事務事業の見直し

R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

毎年度実施

23

25

<継続>
あいち電子調達共同システム
の利活用

・あいち電子調達共同システ
ムを利用して、入札参加資格
審査申請等の手続きを行う。
・電子入札が可能なものにつ
いて、電子入札を実施する。

<継続>
決裁権限の下部委譲

決裁権限の下部委譲に係る検
討結果を取りまとめる。

決裁権限の下部委譲に係る調
査を実施する。（グループ制
導入に伴うもの）

<継続>
あいち電子調達共同システム
の利活用

財政課

総務課

毎年度実施

毎年度実施

発注の集約化を推進する。

<継続>
あいち電子申請・届出システ
ムの活用

利用者にとって、使いやすい
システムの運用を円滑に行
う。

<継続>
決裁権限の下部委譲

愛知県及び名古屋市を
除く県内市町村で組織
した「あいち電子自治
体推進協議会」が運営
する『あいち電子申
請・届出システム』に
より、汎用申請や簡易
申請を受け付けた。

・システムの導入や改
修について、愛西市情
報化推進委員会に諮
り、可否を決定した。
・令和２年度に愛西市
情報化推進部会を設置
し研究・調査を行っ
た。

<継続>
情報システムの効率化

ＩＴ経費の低減や、安定かつ
安全な情報システムの稼働を
めざすため、全庁的に情報シ
ステムの効率化を推進する。

毎年度実施

総務課

<完了>
文書保存年限の区分を
見直し、永年保存を廃
止したことにより完
了。

決裁権限の下部委譲に
係る検討結果の取りま
とめを行い、課題を検
討した。

入札に参加するために
申請してもらう入札参
加資格審査申請や変更
手続きについて、すべ
てインターネットを活
用し、実施した。

所管課

総務課

<継続>
文書関係諸規程の見直し

利用者にとって、使いやすい
システムの運用を円滑に行
う。

<継続>
あいち電子申請・届出システ
ムの活用

会計室

財政課

・文書保存年限を短縮した文
書関係諸規程を施行する。
・文書保存年限を短縮したこ
とにより生じる文書の廃棄を
進める。

24

実施時期（年度）第3次大綱個別取組事項

第3次大綱取組内容

調達する物品の統一を
実施し、財政課にて単
価契約を行った。

22部署の書面での出納
員検査（つり銭、領収
印の確認）を実施し
た。

<継続>
会計指導検査の実施

不適正な経理処理を防止する
ため、抜き打ち検査などを実
施する。

<継続>
物品等調達事務の統一を推進

第2次大綱
（R2年度）取組結果

毎年度実施

毎年度実施

第2次大綱個別取組事項

第2次大綱取組内容

22

<継続>
物品等調達事務の見直し

調達する物品等の統一を図
り、発注の集約化を推進す
る。

<継続>
会計指導検査の実施

不適正な経理処理を防止する
ため、抜き打ち検査などを実
施する。

21

総務課

・あいち電子調達共同システ
ムを利用して、入札参加資格
審査申請等の手続きを行う。
・電子入札が可能なものにつ
いて、電子入札を実施する。

26

<継続>
情報システムの効率化

ＩＴ経費の低減や、安定かつ
安全な情報システムの稼働を
めざすため、全庁的に情報シ
ステムの効率化を推進する。

27



R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

・実施計画検証シート
を活用して事務事業の
点検・評価を行った。
・「補助金等の整理・
合理化に関する指針」
に基づき、補助金の適
正化を推進した。

経営企
画課
財政課
関係各
課

・実施計画検証シート
を活用し、事務事業の
点検・評価を行った。
・ワーキングチームを
設置し、市単独扶助費
の見直しに向けた検討
を行った。

経営企
画課
関係各
課

・実施計画検証シート
を活用して事務事業の
点検・評価を行った。
・「委託事務適正化ガ
イドライン」に基づ
き、委託料の見直し・
検討を行った。

実施計画検証シートを活用し
た事務事業の点検・評価のほ
か、近隣市状況調査表などを
活用して、市単独扶助費の見
直しを図る。

<継続>
事務事業の点検、評価及び立
案

　

<継続>
補助金の適正化の推進

実施計画検証シートを活用し
た事務事業の点検・評価のほ
か、「補助金等の整理・合理
化に関する指針」に基づき、
補助金の適正化を推進する。

<継続>
市単独扶助費の見直し

実施計画検証シートを活用し
た事務事業の点検・評価のほ
か、検討調査票や近隣市状況
調査表などを活用し、市単独
扶助費の見直しを行う。

<継続>
委託料の見直し

実施計画検証シートを活用し
た事務事業の点検・評価のほ
か、「委託事務適正化ガイド
ライン」に基づき、委託料の
見直しを図る。

実施計画検証シートを活用し
た事務事業の点検・評価を行
うとともに、新たな行政評価
の視点により、見直しが必要
な事業の洗い出し、検証を行
う。

実施時期（年度）

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

32

<継続>
委託料の見直し

実施計画検証シートを活用し
た事務事業の点検・評価のほ
か、「委託事務適正化ガイド
ライン」に基づき、委託料の
見直しを図る。

総務課
経営企
画課

<継続>
報償費の見直し

<継続>
事務事業の点検、評価及び立
案

支払対象事業の必要性や謝金
等支払基準を検証し、報償費
の見直しを図る。

第2次大綱取組内容

実施計画検証シートを
活用して、事務事業計
画の点検・評価のほ
か、事務事業計画の検
証を行い、令和3年度
予算編成を行った。

〈完了〉
平成29年度に支払対象
事業の必要性や謝金等
支払基準を検証し、見
直したことにより完
了。

31

<継続>
市単独扶助費の見直し

毎年度実施

随意契約理由の精査を
徹底し、随意契約理由
とならないものを入札
に移行した。

第2次大綱
（R2年度）取組結果

第3次大綱個別取組事項

第3次大綱取組内容

<継続>
随意契約の適正化

競争の方法によらないで任意
に相手方を選定し契約してい
る随意契約について、随意契
約によった理由が合理的か否
かを市民目線に立って点検
し、原則競争入札等への移行
を徹底する。

財政課

30

<継続>
補助金の適正化の推進

実施計画検証シートを活用し
た事務事業の点検・評価のほ
か、「補助金等の整理・合理
化に関する指針」に基づき、
補助金の適正化の推進を図
る。

経営企
画課
関係各
課

28

第2次大綱個別取組事項

経営企
画課
財政課

<継続>
随意契約の適正化

競争の方法によらないで任意
に相手方を選定し契約してい
る随意契約について、随意契
約によった理由が合理的か否
かを市民目線に立って点検
し、原則競争入札等への移行
を徹底する。

27

経営企
画課

所管課

愛西市DX推進基本方針に基づ
きデジタル化を推進する。

<新規>
ＡＩ・ＲＰＡ等のデジタル技
術の活用の推進

29

実施計画検証シートを活用し
た事務事業の点検・評価のほ
か、新たな行政評価（事務事
業評価）システムを導入する
などして、事務事業の点検、
評価及び新たな事業の立案を
図る。

28



R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

34

<継続>
職員提案制度の推進

経営企
画課

・職員提案制度の見直
しを行い、「職員の提
案等に関する規程」の
改正を行った。
・職員に対し、定期的
に提案の奨励を行っ
た。

<継続>
職員提案制度の推進

推進月間を設けるとともに、
自由提案のほかに課題提案の
募集を行うことにより、提案
を奨励する。

職員提案制度の改正について
周知するとともに、自由提案
の他、課題提案を募集し、提
案の奨励を行う。

<継続>
マイナンバーカード利活用の
推進

マイナンバーカードの利活用
の促進に向けた取組について
課題の調査・検討を行ってい
く。

<継続>
ごみ収集事務の見直し

36

<完了>
平成29年度にＬＥＤ灯
へ更新を行ったことに
より完了。その後も新
規設置はＬＥＤ灯を採
用して電気料等の維持
管理の適正化を行っ
た。

33

<継続>
審議会等の整理統廃合

経営企
画課
関係各
課

「審議会等の設置及び
運営に関する指針」に
基づき、審議会等の統
廃合を図った。

<継続>
審議会等の整理統廃合

「審議会等の設置及び運営に
関する指針」に基づき、審議
会等の統廃合を図る。

備蓄計画に基づき、備蓄体制
の効率化・最適化と財政負担
の平準化を図る。

管理台帳に基づき、備蓄体制
の効率化・最適化と財政負担
の平準化を図る。

・備蓄計画に基づき、
計画的に整備を行うこ
とで予算の平準化を
図った。
・新型コロナウイルス
感染症対策として、交
付金を活用し備蓄品を
整備した。

危機管
理課

<継続>
防災備品等の整備

第2次大綱
（R2年度）取組結果

所管課
第3次大綱個別取組事項

第3次大綱取組内容

<継続>
防災備品等の整備

実施時期（年度）

毎年度実施
（廃棄物行政の変化に

　対応した取組を実施）

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

ごみの減量化やリサイクル化
の取組を進め、市民の意識を
高めるとともに、受益者負担
の適正化を進める。

「審議会等の設置及び運営に
関する指針」に基づき、審議
会等の統廃合を図る。

第2次大綱個別取組事項

37

<継続>
ごみ収集事務の見直し

環境課

・粗大ごみの戸別収集
は、令和元年度から開
始した。
・民間のリサイクルス
テーションの拡充によ
り、市民の利便性が高
まった。

戸別収集の一部導入やリサイ
クルステーションの拡充等に
より、市民の利便性を高める
とともに、受益者負担の適正
化を進める。

第2次大綱取組内容

国が策定した「マイナンバー
カード利活用推進ロードマッ
プ」に基づき、社会保障・税
番号制度導入対策プロジェク
トチームにより、取組内容を
見直していく。

市民課
総務課
経営企
画課
関係各
課（第
２次大
綱時の
所管課
は市民
課・関
係各
課）

<継続>
社会保障・税番号制度導入に
伴う業務プロセスの見直し

危機管
理課
土木課

<継続>
防犯灯・街路灯の電気料・維
持管理費縮減の検討

平成29年度の更新事業により
7,776灯がＬＥＤ灯となるた
め、電気料等の維持管理の適
正化を図る。

マイナンバーカードを
利用する手続き等にお
いて、現状の取組状況
や安全性の確認、市民
の利便性向上が見込ま
れる業務について検討
を行った。

35
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R５
2023

R６
2024

R7
2025

〇

検
討
結
果
の
取
り
ま
と
め

毎年度実施

<継続>
非常勤講師の適正な配置

<継続>
非常勤講師の適正な配置

41

<新規>
健康なまちづくり事業の推進

「住むと健康になるまち」を
コンセプトに、運動事業やヘ
ルシーメニュー事業等を実施
し、住民の健康意識を高め
る。

<継続>
各種講座の充実

適正な受講料を徴収したう
え、多種多様な生涯学習ニー
ズに対応した各種講座の充実
を図る。

指定管理者が開催する講座と
調整し、多種多様な生涯学習
ニーズに対応できるよう、各
種講座の充実を図る。

42
学校教
育課

各学校において適正な
時間で非常勤講師を雇
用した。

少人数教育の推進に向けて、
各学校において適正な時間で
非常勤講師を雇用し、きめ細
やかな指導の充実を図る。

少人数教育による個に応じた
きめ細かな指導を推進し、個
性や能力を伸長する教育を充
実させるために、非常勤講師
を適正に配置する。

<継続>
健康なまちづくり事業の推進

あいさい野菜メニュー提供参
加店舗数を増やし、レシピの
作成等を行い、住民の健康意
識を高めるための働きかけを
検討する。

毎年度実施

保険年
金課

・受診率を向上させる
ため、40歳～69歳の方
の特定健康診査の自己
負担金1,000円の無料
化を検討し、令和3年
度より無料化を実施し
た。
・AI・マーケティング
技術を活用した未受診
勧奨を実施した。

特定健康診査の受診率及び特
定保健指導の利用率・終了率
の向上に努める。

がん検診の受診率及び精密検
査受診率の向上のため、事業
内容を見直し、よりよい事業
へ展開する。

佐織保健センターの機能を佐
屋保健センターに集約するこ
とについて検討し、保健業務
の執行体制を見直す。

39 受診率と精密検査受診率の向
上に努め、検診の効果を高め
る。

第3次大綱取組内容

<継続>
がん検診事業の推進

佐織保健センターの機能を佐
屋保健センターに集約するこ
とについて検討し、保健業務
の執行体制を見直す。

施設の利活用方針に
沿った事業のあり方
を検討していく

毎年度実施

38

特定健康診査の受診率及び特
定保健指導の利用率・終了率
の向上に努める。

第3次大綱個別取組事項

平成31年4月から佐織
保健センターの事務室
を適応指導教室として
設置し、財産処分手続
きを行った。

<継続>
保健業務の執行体制の見直し

<継続>
保健業務の執行体制の見直し

健康推
進課

実施時期（年度）

生涯学
習課

適正な受講料を徴収し
た講座を開催し、令和
2年度からは、専門的
分野を学ぶ「あいさい
deカレッジ」を開催し
た。

第2次大綱取組内容
所管課

第2次大綱個別取組事項

40

市内のあいさい野菜メ
ニュー提供店舗数が13
店舗となった。あいさ
い野菜メニュー提供店
のリーフレットを作成
し市民にPRした。

健康推
進課

<継続>
がん検診事業の推進

健康推
進課

・乳がん検診につい
て、令和元年度及び2
年度の40歳代の未受診
者に受診勧奨を行っ
た。
・すべてのがん検診精
検未受診者への受診勧
奨を継続して行った。

<継続>
特定健康診査・特定保健指導
の推進

毎年度実施

毎年度実施

<継続>
特定健康診査・特定保健指導
の推進

第2次大綱
（R2年度）取組結果

43

<継続>
各種講座の充実
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実施時期（年度）

第2次大綱取組内容 第3次大綱取組内容

第2次大綱個別取組事項
所管課

第2次大綱
（R2年度）取組結果

第3次大綱個別取組事項

子どもから高齢者まで地域住
民の誰もが体力、技術に応じ
て、活動できるよう各種講座
の見直しを図る。

<新規>
海部圏域消防の連携･協力の
推進

消防本
部

・地形的な状況等につ
いて把握・分析し、関
係消防本部と連携・協
力の推進に取り組ん
だ。
・広域化の検討会設置
に向けての協議を行っ
た。

<継続>
海部圏域消防の連携･協力の
推進

地域の災害特性や消防需要の
見直し、地形的な状況等につ
いて把握・分析しながら関係
消防本部と協議をすすめ、消
防の広域化を見据えた連携・
協力の推進に取り組む。

関係消防本部と協議を続け、
消防の広域化を見据えた更な
る連携・協力の推進に取り組
む。

46

毎年度実施

毎年度実施

45

<継続>
消防業務の広域化の検討

消防本
部

・消防長会ワーキング
グループにおいて人員
配置、消防施設及び車
両整備等の効率化につ
いて協議した。
・近隣消防本部と勉強
会を実施した。

<継続>
消防業務の広域化の検討

関係消防本部と引き続き協議
をすすめ、消防の広域化に取
り組む。

市の関係部局及び近隣消防本
部と勉強会を行い、消防の広
域化に取り組む。

毎年度実施

44

<継続>
総合型地域スポーツクラブの
活動の推進

スポー
ツ課

講座数を増やし、会員
数の増加を図った。

<継続>
総合型地域スポーツクラブの
活動の推進

効率的な事業運営に努めると
ともに、会員数を増やし、自
主事業開催数の増加を図る。
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４　市外郭団体、特別会計・公営企業会計の健全経営

R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

毎年度実施

毎年度実施

第8期介護保険事業計
画・高齢者福祉計画の
策定にあたり、高齢者
人口・介護認定者数の
推移、介護給付費の将
来推計などを行い、介
護保険料を決定した。

<継続>
介護保険事業の運営健全化

毎年度実施

毎年度実施

第8期介護保険事業計画・高
齢者福祉計画に基づき、介護
保険事業の健全で効率的な事
業運営に努める。また、
2025・2040年問題に備え、重
度化防止のために、介護予防
に力を入れる。

47

第2次大綱個別取組事項

第7期介護保険事業計画・高
齢者福祉計画に基づき、介護
保険料の収納と適切な介護
サービスの提供に努める。

<継続>
八開診療所の経営安定化

第2次大綱取組内容

<継続>
外郭団体運営体制の見直し

広域化後も持続可能な制度と
して維持・継続していくため
に、受益と負担の適正化の観
点により見直しを行う。

49

<継続>
国民健康保険事業会計の見直
し

50

設立目的に即した事業展開、
事業による市民サービスの向
上、自主的・主体的な活動の
有無などを踏まえたうえ、自
主財源の確保を促すなど、運
営体制の見直しを図る。

48

<継続>
介護保険事業の運営健全化

経営改善計画に基づき、経営
の安定化を図る。

51

<継続>
公共下水道事業の経営健全化

経営戦略に基づき、接続率の
向上に向けて普及啓発活動に
取り組み、受益者負担金等の
適正な徴収に努める。

実施時期（年度）
所管課

第3次大綱個別取組事項

第3次大綱取組内容

<継続>
外郭団体運営体制の見直し

平成28年度に実施した
「近隣市の外郭団体補
助金内訳状況調査」の
結果を参考に、実施計
画検証シートを活用し
て、各外郭団体補助金
の人件費及び事業費の
内訳の検証とあわせ、
各団体の経営状況を分
析・評価した。

実施計画検証シートを活用す
るほか、自主財源の確保を促
すなど、外郭団体運営体制の
見直しを図る。

第2次大綱
（R2年度）取組結果

経営企
画課
社会福
祉課
高齢福
祉課
産業振
興課
土木課
スポー
ツ課

毎年度実施

高齢福
祉課

保険年
金課

八開診
療所
保険年
金課

八開診療所経営改善計画の進
捗管理を行い、市としての存
置の意義、施設の運営形態の
見直しを進める。

下水道
課

広域化後も持続可能な制度と
して維持・継続していくため
に、受益と負担の適正化の観
点により見直しを行う。

<継続>
八開診療所の経営安定化

第２次愛西市下水道事業経営
戦略に基づき、経営成績や財
政状態を把握し、経営の健全
化・効率化及び老朽化の状況
について検証することで、中
長期にわたり下水道サービス
を持続的、かつ安定的に提供
するための経営基盤を強化し
ていく。未整備区域について
は、愛西市汚水適正処理構想
の見直しにより計画的に整備
を進めていく。

国民健康保険の持続可
能な財政運営を図るた
め、国民健康保険事業
の運営に関する協議会
の審議を経て、令和３
年度国民健康保険税の
賦課方式を３方式（資
産割を廃止）とした。

<継続>
下水道事業の経営健全化

<継続>
国民健康保険事業会計の見直
し

事業所からの受託健診
が増加した。
健康診断料金を適正な
金額に見直しを行っ
た。

接続率向上に向けて広
報紙、HPに掲載し、地
元説明会、下水道イベ
ントを通して普及活動
を行った。受益者負担
金等の未納者に督促
状、催告書を送付し
た。それでも納付の無
い者に電話で催告し、
自宅訪問による未納金
徴収を行った。
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適宜見直す

毎年度実施

実施時期（年度）

<完了>
平成31年4月1日から公
営企業法の財務規定を
適用し、完了。
経営状況等をより明確
化し、事業運営の効率
化等を図った。

53

<継続>
水道事業経営健全化の推進

水道料金改定による収益の分
析を行い、水道事業の経営健
全化を推進する。

<継続>
公営企業法の財務規定等適用

・平成31(2019)年度からの適
用に向けた準備を進める。
・法適用後は、現状を正確に
把握分析し、経営の健全性や
計画性、透明性の向上を図
り、長期的に安定した経営を
めざす。

52

<継続>
農業集落排水処理施設等使用
料の見直し

・資産調査等を行い、今後の
維持管理計画を踏まえて、使
用料の見直しに向けた検討を
する。
・平成31(2019)年度から公営
企業会計へ移行した後の収支
状況等を踏まえて、使用料の
改正を行う。

第2次大綱個別取組事項

第2次大綱取組内容

下水道
課

第3次大綱取組内容

上水道
課

平成31年4月1日から公
営企業法の財務規定を
適用し、経営状況の明
確化を図った。

<継続>
水道事業経営健全化の推進

経営戦略に基づき、水道事業
の経営健全化を推進する。

下水道
課

<継続>
農業集落排水処理施設等使用
料の見直し

公営企業会計において経営指
標の計算及び収支状況の検証
により、経営状態を判断し、
広域化・共同化の推進ととも
に使用料の見直しを進める。

水道事業の経営健全化
の推進を図るため、令
和2年度に経営戦略を
策定した。

所管課
第2次大綱

（R2年度）取組結果

第3次大綱個別取組事項
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５　市有資産の適正管理

R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

55

<継続>
公共施設等総合管理計画の推
進（インフラ施設・インフラ
構築物含む）

長寿命化や合理的な管理によ
る更新費用縮減や財務負担の
平準化を図る。

毎年度実施

令和２年度から個別施
設計画に基づき施設を
管理した。

財政課
関係各
課

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

財政課

公共施設等総合管理計画に基
づいて作成された個別施設計
画により、長寿命化、総量適
正化を図る。

子育て
支援課

インターネットオーク
ションを利用し、公用
車の売却を行った。

市営駐車場使用料、行
政財産目的外使用料、
土地建物貸付収入及び
不動産売払収入など、
自主財源の確保に努め
た。

「愛西市公立保育所の運営等
に関する方針及び実施プラ
ン」に基づき、公立保育所運
営の適正化を推進する。

財政課
関係各
課

<継続>
市有財産の有効活用の推進

<完了>
支所整備は令和元年度
に八開支所を整備した
ことにより完了。

実施時期（年度）

<継続>
公共施設等総合管理計画の推
進

<継続>
支所整備

<継続>
公共施設等総合管理計画の推
進（公共建築物）

<継続>
公有財産の売却

市有財産の余裕スペースを精
査したうえ、積極的に有効活
用を図り、さらなる自主財源
の確保に努める。

<継続>
公立保育所運営の適正化の推
進「愛西市公立保育所の

運営等に関する方針及
び実施プラン」に基づ
き、公立保育所運営の
適正化を図った。

第2次大綱個別取組事項

第2次大綱取組内容

57

58

<継続>
公立保育所運営の適正化を推
進

八開庁舎の整備方針を踏ま
え、実施設計・整備工事を進
める。

56

<継続>
市有財産の有効活用の推進

市有財産の余裕スペースを精
査したうえ、積極的に有効活
用を図り、さらなる自主財源
の確保に努める。

「愛西市公立保育所の運営等
に関する方針及び実施プラ
ン」に基づき、公立保育所運
営の適正化を推進する。

・公共施設の総量適正化・長
寿命化を図る。
・公共施設等総合管理計画に
基づき、施設所管課は個別施
設計画を策定する。

<継続>
公有財産の売却

インターネットオークション
により、使用しない公有財産
を売却する。

ホームページや広報誌を活用
した公募を実施する。

54

第2次大綱
（R2年度）取組結果

所管課

総務課

第3次大綱個別取組事項

第3次大綱取組内容

59

<継続>
児童遊園等の利活用方法の推
進 都市計

画課
（第２
次大綱
時は子
育て支
援課）

遊具の保守点検結果や
利用状況、また類似遊
具の設置状況から遊具
の必要性を判断し、修
繕及び撤去を実施し
た。

<継続>
児童遊園等の利活用方法の推
進

・児童遊園等の調査・管理に
より利用状況を把握し、公
園・遊具の状態及び目的に
あった活用がされているかの
確認をする。
・遊具保守点検結果により、
修繕必要遊具の必要性につい
て、撤去も含め検討する。

・児童遊園等の調査・管理に
より利用状況を把握し、公
園・遊具の状態及び目的に
あった活用がされているかの
確認をする。
・遊具保守点検結果により、
修繕の必要性について、撤去
も含め検討する。

毎年度実施
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R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

〇

検討
検
討
結
果
の
取
り
ま
と
め

実施時期（年度）

毎年度実施

毎年度実施

利用者の安全性を確保するた
めの修繕を行いつつ、民間に
よる利活用含め、あり方を検
討する。

毎年度実施

第2次大綱取組内容

<継続>
八開総合福祉センターのあり
方の見直し

佐屋デイサービスセン
ター及び佐織デイサー
ビスセンターにおいて
は、令和元年度末で廃
止した。
デイサービス跡地利活
用について、複合施設
の機能を精査し、指定
管理者も含め検討す
る。

<継続>
佐織総合福祉センター及び佐
屋老人福祉センターのあり方
の見直し

障害者就労支援施設は
廃止し、民間事業者へ
貸与した。立田社会福
祉会館は、現在実施し
ている児童発達支援事
業を、新規に建設する
施設で実施することと
した。

・ボランティアなどの協働事
業について、今後も意見聴取
等を行い、継続しやすい環境
を整えて事業を実施する。
・公園緑地の維持管理につい
て、負担軽減に有効と思われ
る方策を関係者から聴取する
など、効果的なものは取り入
れ検証する。

第2次大綱個別取組事項

社会福
祉課

<継続>
八開総合福祉センターのあり
方の見直し

施設における運営状況の変動
結果を踏まえて、民間への譲
渡等の事例について調査す
る。

第3次大綱取組内容
所管課

第3次大綱個別取組事項

施設の長寿命化を図るため、
適時修繕を行いながら、さら
なる利活用を検討する。ま
た、デイサービス跡地につい
ても、複合施設の機能を精査
し、指定管理者による利活用
も含め検討する。

「渕高地区」に新たに
設置する公園について
意見交換会を開催し、
地域での日常管理を踏
まえた公園設計にする
ために意見聴取を行っ
た。

都市計
画課

<継続>
公園の利活用方法の検討

・ボランティアなどの協働事
業について、意見聴取等を行
い、継続しやすい環境を整え
て事業を実施する。
・公園緑地の維持管理につい
て、負担軽減に有効と思われ
る方策を関係者から聴取する
など、効果的なものは取り入
れ検証する。

<継続>
佐織総合福祉センター及び佐
屋老人福祉センター・佐屋デ
イサービスセンターのあり方
の見直し

61

複合施設の機能を精査し、施
設の活用について検討する。

高齢福
祉課

社会福
祉課

施設内に所在する「あ
いさいわかば分室」を
あいさいわかばと統合
した。「デイサービス
事業」は、廃止した。
民間による利活用も含
め検討した。

62

60

<継続>
障害者就労支援施設及び立田
社会福祉会館のあり方の見直
し

施設利用関係者への意見聴取
や施設の運営状態を踏まえ、
民間事業者への移管を推進す
る。

63

<継続>
公園の利活用方法の検討

64

<継続>
小中学校の規模等適正化

学校教
育課

基本計画は策定された
が、市民の理解が得ら
れていない。コロナ禍
で市民懇談会等を開催
することができず、実
施計画を策定すること
ができなかった。

<継続>
小中学校の規模等適正化

・小中学校適正規模等基本計
画を策定する。
・小中学校適正規模等基本計
画に基づき、小中学校の学校
規模及び配置の適正化に向け
た実施計画を作成する。

市民と理解を共有するため懇
談会等を開催する。併せて施
設の老朽化状況や将来児童数
の推移状況を踏まえ、現計画
の再検証を実施する。

毎年度実施

第2次大綱
（R2年度）取組結果

<継続>
立田社会福祉会館のあり方の
見直し

民間移管を含めた利活用につ
いて、関係課（機関）等との
意見交換を行い検討する。
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R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

第2次大綱取組内容

実施時期（年度）

（適正規模）小中学校の学
校規模及び配置の適正化に
向けた実施計画の策定に併
せて検討

<継続>
学校給食センターのあり方の
見直し

第3次大綱個別取組事項

学校教
育課

小中学校の学校規模及び配置
の適正化に向けた実施計画の
策定に併せ、給食センターの
集約化、給食サービス提供体
制について検討する。

第3次大綱取組内容

給食センターの集約化
を検討するにあたり、
新たな機材の導入等、
給食サービス提供に必
要な事項について検討
した。

65

<継続>
学校給食センターのあり方の
見直し

小中学校の学校規模及び配置
の適正化に向けた実施計画の
策定に併せ、給食センターの
集約化、給食サービス提供体
制について検討する。

所管課
第2次大綱

（R2年度）取組結果

第2次大綱個別取組事項

６　「地方分権改革」や「まち・ひと・しごと創生（地方創生）」の推進への対応と自治体間の連携

第2次大綱個別取組事項
所管課

第2次大綱
（R2年度）取組結果

第3次大綱個別取組事項 実施時期（年度）

第2次大綱取組内容 第3次大綱取組内容

66

<継続>
まち・ひと・しごと創生（地
方創生）総合戦略の推進

経営企
画課
関係各
課

・令和2年度より第2次
愛西市まち・ひと・し
ごと総合戦略の運用を
開始した。
・KPIの実績値と目標
値との状況を勘案し、
PDCAサイクルに基づく
計画全体の進捗管理を
行った。

<継続>
まち・ひと・しごと創生（地
方創生）総合戦略の推進

まち・ひと・しごと創生の実
現を図るため、総合戦略で掲
げた取組を推進する。
（ 計 画 最 終 年 度 ： 平 成
31(2019)年度）

第2次総合戦略で掲げたま
ち・ひと・しごと創生の実現
に資する取組を推進する。
（計画最終年度：令和7年
度）

毎年度実施

67

<継続>
他自治体との連携の推進

経営企
画課
関係各
課

各種協議会の運営、会
議への参加等により、
他自治体との連携を
図った。

<継続>
他自治体との連携の推進

改正地方自治法を踏まえたう
えで、他自治体と連携を強化
し、広域的な取組の加速化・
拡大化に取り組む。

近隣自治体はもちろんのこ
と、より広域的なネットワー
クを構築することで他自治体
との連携を強化し、広域的な
取組の加速化・拡大化を図
る。

毎年度実施
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７　人材の育成・活用、職員に対するワーク・ライフ・バランスの推進

R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

人事課

<新規>
男性職員が育児参加しやすい
職場環境の整備

男性職員の育児休業の取得率
向上を推進する。

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

人事評価（業績評価＋
能力評価）の所要の見
直しを行いながら、さ
らなる定着・活用を
図った。

人事評価（業績評価＋能力評
価）の所要の見直しを行いな
がら、さらなる定着・活用を
図る。

<継続>
人事評価制度の実施

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

毎年度実施

74

<新規>
メンタルヘルス対策の推進

人事課

ストレス関連疾患の発
生予防や早期発見、早
期治療の充実、円滑な
職場復帰と再発予防に
向けた支援など、総合
的なメンタルヘルス対
策を推進した。

<継続>
メンタルヘルス対策の推進

ストレス関連疾患の発生予防
や早期発見、早期治療の充
実、円滑な職場復帰と再発予
防に向けた支援など、総合的
的なメンタルヘルス対策を推
進する。

ストレス関連疾患の発生予防
や早期発見、早期治療の充
実、円滑な職場復帰と再発予
防に向けた支援など、総合的
なメンタルヘルス対策を推進
する。

71

72

毎週水曜日をノー残業デーに
設定し、全職員定時で帰宅す
る。

早朝や夜間に業務が予定され
る職員が、勤務時間帯をずら
して勤務する。

毎週水曜日をノー残業
デーに設定し、全職員
定時で帰宅するように
案内した。

<継続>
専門研修の実施

人事課

人材育成の目的及びこ
れからの時代に求めら
れる職員像を明らかに
した基本方針に基づ
き、人材育成を推進し
た。

専門知識習得のための
研修を行った。

県・自治大学校等に職
員を派遣した。

<継続>
派遣研修の実施

県・自治大学校等に職員を派
遣する。

人材育成の目的及びこれから
の時代に求められる職員像を
明らかにした基本方針に基づ
き、人材育成を推進する。

<継続>
専門研修の実施

専門知識習得のための研修を
行う。

人材育成の目的及びこれから
の時代に求められる職員像を
明らかにした基本方針に基づ
き、人材育成を推進する。

73

所管課

人事課

人事課

人事課

68

69
専門知識習得のための研修を
行う。

70

<継続>
派遣研修の実施

人事課

<継続>
人事評価制度の実施

<継続>
ノー残業デーの実施

早朝や夜間に業務が予定され
る職員が、勤務時間帯をずら
して勤務する。

<継続>
時差出勤制度の活用

75

人事評価（業績評価＋能力評
価）の所要の見直しを行いな
がら、さらなる定着・活用を
図る。

実施時期（年度）第2次大綱個別取組事項

第2次大綱取組内容

第2次大綱
（R2年度）取組結果

第3次大綱個別取組事項

第3次大綱取組内容

早朝や夜間に業務が予
定される職員が、勤務
時間帯をずらして勤務
した。

<継続>
ノー残業デーの実施

毎週水曜日をノー残業デーに
設定し、全職員定時で帰宅す
る。

<継続>
時差出勤制度の活用

県・自治大学校等に職員を派
遣する。

<継続>
人材育成基本方針に基づく人
材育成の推進

<継続>
人材育成基本方針に基づく人
材育成の推進

人事課
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８　組織の活性化

R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

９　定員の適正管理

R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

市民サービスの向上と迅速化
を進めるために、ワンストッ
プサービスの充実に努める。

市民サービスの向上と迅速化
を進めるために、ワンストッ
プサービスの充実に努める。

実施時期（年度）

<継続>
組織・機構の見直し

新しい行政ニーズに対応でき
るよう、柔軟に必要な見直し
を行う。

第2次大綱個別取組事項

第2次大綱取組内容
所管課

第2次大綱
（R2年度）取組結果

総務課
人事課

第3次大綱個別取組事項

第3次大綱取組内容

<継続>
組織・機構の見直し

新しい行政ニーズに対応でき
るよう、柔軟に必要な見直し
を行う。

適宜見直す

適宜見直す

76

77

<継続>
プロジェクトチームの設置

<継続>
組織のフラット化

ピラミッド型の組織階層を低
くし、意思決定の迅速化等を
図るため、柔軟に必要な見直
しを行う。

<継続>
プロジェクトチームの設置

<継続>
組織のフラット化

関係各
課
（第２
次大綱
時は総
務課・
人事
課）

78

<継続>
ワンストップサービスの充実

79 特定の課題や計画等に取り組
むため、実務者レベルのプロ
ジェクトチーム制を導入す
る。

関係各
課

ピラミッド型の組織階層を低
くし、意思決定の迅速化等を
図るため、柔軟に必要な見直
しを行う。

総務課
人事課

適宜見直す

毎年度実施

特定の課題や計画等に
取り組むため、令和2
年度時点で23のプロ
ジェクトチームが設置
された。

令和2年度に保健や子
育て支援に関する部署
として健康子ども部を
設置し、健康福祉部の
名称を保険福祉部に改
称するとともに、危機
管理課を企画政策部に
再編した。

グループ制を導入し、
意思決定の迅速化を
図った。

特定の課題や計画等に取り組
むため、実務者レベルのプロ
ジェクトチーム制を導入す
る。

担当窓口に捉われるこ
となく、手続きに必要
な職員が来庁した市民
等の所へ出向くことで
ワンストップサービス
の充実を図った。

<継続>
ワンストップサービスの充実

実施時期（年度）

第2次大綱取組内容 第3次大綱取組内容

80

<継続>
定員管理計画の適正な管理

人事課

職員の年齢構成の平準
化を考慮したうえで、
事務事業等の遂行に支
障をきたさないよう、
適正な人員配置に努め
た。

<継続>
定員管理計画の適正な管理

職員の年齢構成の平準化を考
慮したうえで、事務事業等の
遂行に支障をきたさないよ
う、適正な人員配置に努め
る。

職員の年齢構成の平準化を考
慮したうえで、各課の事務事
業に係る業務量調査を実施
し、適切な人員配置に努め
る。

適宜見直す

第2次大綱個別取組事項
所管課

第2次大綱
（R2年度）取組結果

第3次大綱個別取組事項

38



１０　健全で持続可能な財政基盤の確立

R４
2022

R５
2023

R６
2024

R7
2025

毎年度実施

財政課
毎年度、中期的な財政
見通しを新しいデータ
に更新した。

<継続>
中期的な財政見通しに基づ
く計画的な財政運営の推進

財政課
（第２
次大綱
時は産
業振興
課）

返礼品の拡充を積極的
に実施し、ふるさと納
税ポータルサイトを追
加した。

<継続>
ふるさと応援寄附金の推進

ふるさと納税ポータルサイ
トを有効に活用し、返礼品
の拡充を行う。

毎年度実施

第2次大綱個別取組事項

第2次大綱取組内容

81

<継続>
基金の効率的な運用

83

82

<継続>
新公会計制度の活用

定期預金だけでなく、長期債
の活用などにより債券運用益
を拡大する。

当初予算査定時に基金の運用
管理を含めたヒアリングを実
施し、統廃合の検討を行う。

85

<継続>
中期的な財政見通しに基づく
計画的な財政運営の推進

実施時期（年度）第2次大綱
（R2年度）取組結果

<継続>
特例的な市債を除いた通常の
市債残高の抑制

中期財政計画に基づいて計画
的な起債計画をたて、将来負
担に影響が及ばないように、
市債残高の抑制を図る。

財政課

財政課

統一的基準による財務書類の
作成によって得られるストッ
ク情報やコスト情報を、予算
編成等に積極的に活用する。

中期財政計画に基づいて計
画的な起債計画をたて、将
来負担に影響が及ばないよ
うにするとともに、将来世
代間の平準化を意識した起
債の運用を図る。

所管課

会計室

第3次大綱個別取組事項

第3次大綱取組内容

<継続>
新公会計制度の活用

統一的基準による財務書類
の作成によって得られるス
トック情報やコスト情報
を、予算編成等に活用す
る。

毎年度実施
金融情勢を踏まえなが
ら、安全性を重視し、
流動性に留意し基金の
運用を行った。

統一的基準による財務
書類の作成・公表のた
めの基本的な整備を実
施した。

真に必要な市債の借り
入れのみに限定したう
えで、市債を発行し
た。

<継続>
基金の効率的な運用

金融情勢に配慮しながら、
安全性を重視し、流動性に
留意し、基金の運用を行
う。

<継続>
特例的な市債を除いた通常
の市債残高の抑制

毎年度実施

毎年度実施

関係各課と基金の運用管理
を含めたヒアリングを継続
し、引き続き統廃合を含め
た適切な基金管理を行う。

84

<継続>
特定目的基金の統廃合

財政課
関係各
課

基金の運用管理等につ
いて、関係各課にヒア
リングを実施し、令和
元年度に一部基金の統
廃合を実施した。

<継続>
特定目的基金の統廃合

中期的な財政見通しは、毎年
度新しいデータに置き換え、
新年度の予算編成に活用す
る。

中期的な財政見通しを毎年
度新しいデータに更新し続
けていくとともに、新年度
の予算編成に活用する。

毎年度実施

86

<継続>
ネーミングライツ・パート
ナーの募集

財政課

ネーミングライツ・
パートナー募集要項を
設置し、施設所管課と
公募に向けて協議し
た。

<継続>
ネーミングライツ・パート
ナーの募集

ネーミングライツ・パート
ナーを募集する。

経済状況を考慮した上で、
施設所管課と協議し、公募
を行う。

毎年度実施

87

<継続>
ふるさと応援寄附金の推進

寄附金額区分の幅を広げると
ともに、返礼品の拡充、市Ｐ
Ｒ動画（アニメーション版）
を相乗的にＰＲする。
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2024

R7
2025

94

<継続>
新たな誘致計画の検討

企業誘
致課

佐屋地区で実施した開
発予備調査を踏まえ、
新たな開発に向けた検
討資料を作成し、愛知
県企業庁との打合せを
実施した。

<継続>
新たな企業誘致計画の検
討・実施

財源確保及び雇用機会の創出
のため、新たな誘致計画の検
討を行う。

工業系地区計画を策定し、
新たな工業団地への企業誘
致計画について愛知県企業
庁と協議を行うと共に、開
発要件の整理及び地権者の
開発同意を取得し、用地造
成事業の早期実施に向けて
進める。

検討・調整 実施

93

<継続>
使用料等の適正化の推進

経営企
画課
市民協
働課
産業振
興課
生涯学
習課
スポー
ツ課

・令和元年度までの５
割減額（時限措置）を
廃止した。
・「愛西市使用料の見
直し方針」に基づき、
平成29年度から令和元
年度までの実績により
使用料の見直しを検討
した。

<継続>
使用料等の適正化の推進

・施設の利用状況等について
検証する。
・実施計画検証シートを活用
した事務事業の点検・評価の
ほか、新たな行政評価（事務
事業評価）システムを導入す
るなどして、使用料等の適正
化を図る。

「愛西市使用料の見直し方
針」に基づき、施設の利用
状況や他自治体の状況を踏
まえて、継続的に使用料等
の適正化を図る。

毎年度実施

毎年度実施

収納課
関係各
課

・徴収指導員（国税実
務経験者）と徴収担当
職員による滞納案件の
精査を行った。
・徹底した滞納管理に
より、税負担の公平性
の確保と徴収率向上に
取り組んだ。

<継続>
市税等の適切な確保

・税外債権内訳表の時点修
正を行う。
・税外債権管理担当者向け
の研修を行う。
・税外債権管理マニュアル
に基づき、各担当課で税外
債権の管理・徴収事務を進
める。

90

<継続>
市税等の適切な確保

92

徹底した滞納管理により、租
税負担の公平性の確保に努め
る。

徹底した滞納管理により、
租税負担の公平性の確保に
努める。

毎年度実施

毎年度実施

<継続>
徴収嘱託員の配置

収納課
（第２
次大綱
時は保
険年金
課）

徴収嘱託員による訪問
徴収や文書催告などを
実施し、徴収率向上に
取り組んだ。

<継続>
徴収嘱託員の配置

毎年度実施

航空写真撮影はＲ５に実施
予定（３年に一度）

実施時期（年度）
所管課

第2次大綱
（R2年度）取組結果

第3次大綱個別取組事項

第3次大綱取組内容

税務課

第2次大綱個別取組事項

第2次大綱取組内容

専門的な知識を有した徴収嘱
託員を配置し、収納率の向上
に努める。

<継続>
市税等の適正な課税

地方税電子申告システム
(eLTAX)の利用促進を図り、
申告者の利便性の向上を図る
とともに、税務事務を合理化
する。
固定資産を的確に把握するた
め、評価替え毎に航空写真撮
影を実施する。

88

<継続>
市税等の適正な課税

固定資産を的確に把握する
ため、評価替えごとに航空
写真撮影を実施する。（３
年に一度）

地方税電子申告システ
ム（eLTAX）の利用を
促進し、申告者の利便
性の向上を図った。
航空写真撮影等業務を
を実施した。

89

<継続>
税外債権の徴収強化

収納課
関係各
課

・令和元年度に税外債
権マニュアルを改訂し
た。
・税外債権内訳表の時
点修正や税外債権管理
担当者向けの研修を
行った。
・税外債権管理マニュ
アルに基づき、各担当
課で税外債権の管理・
徴収事務を進めた。

<継続>
税外債権の徴収強化

税外債権管理マニュアルに基
づき、各担当課は税外債権の
管理・徴収事務を進める。

毎年度実施

徴収嘱託員を配置し、徴収
率の向上に努める。

91

<継続>
保育料の改正

子育て
支援課

幼児教育・保育無償化
等を受けて、保育料を
据え置いた。

<継続>
保育料の見直し

受益者負担の原則に基づき保
育料の見直しを実施する。

受益者負担の原則に基づき
保育料の見直しを検討す
る。

40
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第７ 資料編 

 １ 策定の経過 

年月日 実施事項 

令和３年 ５月１１日 第１回愛西市行政改革推進本部プロジェクトチーム会議の開催 

７月 ６日 第１回愛西市行政改革推進本部幹事会の開催 

    ７月１４日 第１回愛西市行政改革推進本部会議の開催 

    ７月２７日 第１回愛西市行政改革推進委員会の開催 

７月１２日 

～７月３０日 
第２次総合計画（中間見直し）のためのアンケートの実施 

１０月 １日 第２回愛西市行政改革推進本部幹事会の開催 

   １０月１８日 第２回愛西市行政改革推進本部会議の開催 

   １１月 ２日 第２回愛西市行政改革推進委員会の開催 

１１月２６日 

～１２月２４日 
パブリックコメントの実施 

令和４年 １月２０日 第３回愛西市行政改革推進本部幹事会の開催 

 １月３１日 第３回愛西市行政改革推進本部会議の開催 

 ２月１６日 第３回愛西市行政改革推進委員会の開催 

 ２月１６日 愛西市行政改革推進委員会から市長あて答申 
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 ２ 愛西市行政改革推進委員会 

  （１）愛西市行政改革推進委員会設置条例 

制定 平成１７年１２月２７日 

条例第１７０号 

改正 平成２７年１２月２５日条例第４２号 

平成３０年３月２６日条例第６号 

 

（設置） 
第１条 社会経済情勢の変化に対応した簡素にして効率的な市政の実現を推進するため、愛西市行政改革

推進委員会(以下「委員会」という。)を設置する。 
（任務） 

第２条 委員会は、市長の諮問に応じて、愛西市の行政改革の推進に関する重要事項を調査審議し、その

結果を市長に答申するものとする。 
（組織） 

第３条 委員会は、委員１５人以内をもって組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命する。 
（１）学識経験者 
（２）各種団体の代表者 
（３）その他市長が必要と認める者 
（会長及び副会長） 

第４条 委員会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 
２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 
（委員） 

第５条 委員の任期は４年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
（会議） 

第６条 委員会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 
２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 
３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 
（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 
附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成２７年１２月２５日条例第４２号) 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則(平成３０年３月２６日条例第６号) 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 
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  （２）愛西市行政改革推進委員会委員 

区分 氏名 役職又は所属等 備考 

学識経験者 

岩崎 恭典 四日市大学学長 会長 

佐藤 徳潤 愛知県立大学名誉教授  

弓削 恵 税理士  

横井 幸雄 元県農林水産事務所一宮支所 建設課長  

各種団体の代表者 

石原 一孝 総代会代表  

加藤 正彦 あいち海部農業協同組合代表  

後藤 芳樹 海部津島青年会議所代表  

その他市長が必要と認

める者 

横井 三千雄 民生児童委員 副会長 

黒田 意津美 主任児童委員  

竹島 緋徹子 女性の会代表  

吉川 佳恵 佐屋中央保育園保護者会代表  

石原 美代子 公募委員  

三輪 惠子 公募委員  

安田 恵子 公募委員  

吉田 偉 公募委員  

令和４年３月策定時点  
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  （３）愛西市行政改革推進委員会への諮問 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （４）愛西市行政改革推進委員会からの答申 

 

３０愛西企第８６号 

平成３０年１１月２日 

 

 愛西市行政改革推進委員会 会長 様 

 

愛西市長 日 永 貴 章   

 

愛西市の行政改革について（諮問） 

 愛西市行政改革推進委員会設置条例（平成１７年愛西市条例第１７０号）第２条の規定に

基づき、次の通り諮問します。 

 

 １．諮問事項 

  （１） 第２次愛西市行政改革大綱の進捗管理に関すること。 

  （２） 第３次愛西市行政改革大綱の策定に関すること。 

   令和４年  月  日 

 

 愛西市長 日 永 貴 章 様 

 

愛西市行政改革推進委員会  

会長  岩 崎 恭 典   

 

愛西市の行政改革について（答申） 

  

  

答申後、添付 
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３ 用語説明（本文中に※印のある用語の説明です） 

○ 経常収支比率※1 

地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するために用いられている指標であり、人件費・扶

助費・公債費など経常的に支出される経費に、地方税・地方交付税など経常的に収入される一

般財源がどの程度充当されているかを表したものです。この数値が高いと、財政構造が硬直化

しているといえます。 

 

〇 基金※2 

   特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、定額の賃金を運用するために、条例の

定めに基づいて任意に設定した資金又は財産のことです。 

 

○ 健全化判断比率※3 

健全化法において、地方公共団体（都道府県、市町村及び特別区）の財政状況を客観的に表

し、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するためのものとして、①実質赤字比率、②連結

実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負担比率を、「健全化判断比率」と定めています。 

        健全化法…地方公共団体の財政状況を統一的な指標で明らかにし、財政の健全化や再生が必

要な場合に迅速な対応を取るために、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（「健全化法」）

が平成２１年４月に全面施行されました。 
 

○ 早期健全化基準※4 

地方公共団体が、財政収支が不均衡な状況、その他の財政状況が悪化した状況において、自

主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、健全化判断比率のそれぞれについ

て定められた数値のことです。 

 

○ 実質赤字比率※5 

地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計」などに生じている赤字の大きさを、その

地方公共団体の財政規模に対する割合で表したものです。 
 

○ 連結実質赤字比率※6 

下水道など公営企業を含む「地方公共団体の全会計」に生じている赤字の大きさを、財政規

模に対する割合で表したものです。 

 

○ 実質公債費比率※7 

地方公共団体の借入金（地方債）の返済額（公債費）の大きさを、その地方公共団体の財政

規模に対する割合で表したものです。 
 

○ 将来負担比率※8 

地方公共団体の借入金（地方債）など、現在抱えている負債の大きさを、その地方公共団体

の財政規模に対する割合で表したものです。 

 

○ 社会保障費※9 

       年金、医療、介護、雇用及び生活保護などの社会保障に係る経費です。 
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〇 新型コロナウイルス感染症※10 

   ２０１９年１２月に中華人民共和国で初めて確認された新型コロナウイルスによる急性呼

吸器症候群です。主な症状は、発熱、咳、全身倦怠感等となっています。高齢者や基礎疾患を

持つ方々においては重症化するリスクが一定程度あると考えられています。 

 

○ 第２次愛西市人口ビジョン※11 

人口の現状を分析し、人口の将来展望などを提示したものです。 

将来展望人口は、国立社会保障・人口問題研究所が行う手法を用いた推計です。 

まち・ひと・しごと創生法（平成２６年１１月２８日施行）に基づき、令和２年３月に策 

定しました。 

≪人口推計≫                         （単位：人） 

区  分 
令和7年 

（2025年） 

令和27年 

（2045年） 

令和42年 

（2060年） 

総 人 口 59,724 51,244 45,619 

 15歳未満 6,479 6,869 6,440 

15～64歳 34,555 25,922 24,677 

65歳以上(うち、75歳以上) 18,690(11,652) 18,453(10,394) 14,502(9,696) 

 

○ 合計特殊出生率※12 

       １５歳～４９歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が生涯に何人の子

どもを産むかを表す数値です。一般的には一定期間の出生状況から算出する期間合計特殊出生

率のことを指します。本大綱においては、国勢調査の年を中心とした５年間の出生数を集計し

た合計特殊出生率を使用しています。令和２年の全国の単年期間合計特殊出生率は１．３４で、

５年連続で低下しています。 
   ■合計特殊出生率（愛西市・県・国）     ■出生数と期間合計特殊出生率（全国)   

 
       

○ 財政力指数※13 

財政力を示す指数で、［基準財政収入額÷基準財政需要額］の過去３年間の平均値です。 

財政力指数が高いほど、財源に余裕があると言えます。 

 

○ 扶助費※14 

       社会保障制度の一環として、生活困窮者、高齢者、児童及び心身障害者などに対して行って 

いる様々な支援に要する経費です。 
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○ 普通会計※15 

地方財政統計上、統一的に用いられる仮想（バーチャル）会計です。地方公共団体の財政の

規模は、個々の団体によって設置される特別会計も違えば一般会計が網羅する範囲も違うため、

単純な合算比較ができないので、普通会計という各地方公共団体共通の基準による統計上の会

計区分を設定して、各地方公共団体間の財政比較が可能になります。 

 

〇 ソーシャルディスタンス※16（Social distance） 

   感染症などの感染拡大防止のために、人と人の間に物理的な距離をとることです。 

  

○ 地方分権改革※17 

   住民に身近な行政はできる限り地方に任せることを基本に、国と地方の役割を徹底して見直

す取組です。 

 

〇 ＳＤＧｓ※18（Sustainable Development Goals） 

   「誰一人取り残さない」持続可能な世界の実現に向けた、先進国を含む全ての国々の共通目

標です。１７の目標と１６９の具体的活動から構成されています。 

 

〇 Society5.0※19 

   仮想空間と現実空間を高度に融合させたシステムにより、経済の発展と社会が抱える課題解

決を両立する、人間中心の社会のことです。 

 

〇 ＡＩ※20（Artificial Intelligence） 

   明確な定義は存在しませんが、一般的には「人間の脳の認知・判断等の機能を、人間の仕組

みとは異なる仕組みで実現する技術」という意味合いで理解されています。 

 

〇 ＲＰＡ※21（Robotic Process Automation） 

   パソコンで行っている事務作業を自動化できるソフトウェアロボット技術です。ＲＰＡを導

入することにより、事務的業務を効率化させ、生産性を向上させることが可能になるとされて

います。 

 

○ ＩＣＴ※22（Information and Communication Technology） 

   情報処理や情報通信など、コンピュータやネットワークに関連する諸分野における技術、産 

業、設備及びサービスなどの総称です。 

 

  〇 スマート自治体※23 

    ＡＩやＲＰＡのようなソフトウェアロボットなどの技術を駆使して、定型的な業務を自動化

したり、共通基盤を用いて効率的にサービスを提供したりすることを可能とした自治体です。 

 

○ 外郭団体※24 

   市が設立に主体的に関わり、市の事務を代行する、または市との連携により市の事務に関連

する事業を行う団体です。市は外郭団体の運営について、経済的・人的支援及び指導・助言を

行います。 

 

○ まち・ひと・しごと創生（地方創生）※25 

人口急減・超高齢化という我が国が直面する大きな課題に対して、政府一体となって取り組

み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会を創生できるようにするための

取組です。 
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○ ワーク･ライフ･バランス※26 

    「仕事と生活の調和」です。老若男女誰もが、仕事、家庭生活、地域生活及び個人の自己啓

発など様々な活動について、自ら希望するバランスで展開できる状態です。 

 

○ 第２次総合計画（中間見直し）のためのアンケート※27 

「第２次総合計画」後期基本計画策定にあたり、市民のまちづくりに関する考えや実態を反

映することを目的とした『第２次総合計画（中間見直し）のためのアンケート調査』を実施し

ました。 

  【調査の概要】 

対象 調査期間 調査方法 回収結果 

市内在住の18歳以上の 

市民 2,500人 

令和3年7月12日 

～30日 

郵送配布 

・回収 

1,075 

（回収率：43.0％） 

市内公立中学校2年生   

528人 
令和3年7月 

学校を通じた 

配布・回収 

477 

（回答率：90.3％） 

アンケート結果は、愛西市ホームページに掲載しています。 

 

○ オープンデータ※28 

    機械判読に適したデータ形式で、２次利用が可能な利用ルールで公開するデータです。 

 

〇 ＳＮＳ※29（Social Networking Service） 

   登録された利用者同士が交流できるWebサイトの会員制サービスです。 

 

○ 社会保障・税番号制度（マイナンバー）※30 

    国内の全住民に指定・通知されている１２桁の番号です。番号法に定められた社会保障、税、

及び災害対策分野の事務の手続きに限って利用されます。 

 

○ ＤＸ※31（Digital Transformation） 

     デジタル化を前提として、業務プロセスの在り方から抜本的に変革することです。 

 

○ 働き方改革※32 

労働環境を根本から見直し、時間外労働の抑制や休暇取得を推進するとともに、労働者の生活ス

タイルや家庭責任、地域貢献などに対応できる多様な働き方・効率的な働き方を進める取組です。 

 

〇 ふるさと応援寄附金（ふるさと納税）※33 

    自治体への「寄附」のことです。一般的に自治体に寄附をした場合、確定申告を行うことで、

その寄附金額の一部が所得税及び住民税から控除されます。 

 

〇 キャッシュレス決済※34 

   紙幣や硬貨といった物理的な現金を使用せずに支払、受取を行う決済方法です。 

 

○ ネーミングライツ※35  

公共施設等に名称を付与する権利（命名権）です。 
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